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まえがき 

 
 

３月１１日に発生した東日本大震災により亡くなられた方々のご冥福をお祈

りし、また、被災された方々に心よりお見舞い申し上げます。 
この未曾有の災害は、日本国内に限らず世界中に衝撃をもって伝えられまし

た。「がんばろう日本」を合言葉にそれぞれの関係機関・団体では復旧・復興に

努めていますが、環境問題の解決も重要な課題の一つとなっています。 
 これまで国内の環境問題、特に本市においては、大気・水質・騒音、等とい

ったいわゆる典型 7 公害が主なものでしたが、近年では自動車排ガスや生活騒

音といった市民自身が原因者となる問題、さらにはヒートアイランド現象、生

物多様性、地球温暖化問題といった複雑でよりグローバルな問題へと広がりを

見せています。これらの問題は一朝一夕に解決できることではなく、今後とも、

市民・事業者・行政が連携して施策を進めていくことが必要です。 
 一方、今回の大震災では、従来とは全く異質なもの、すなわち放射能という

これまで一般の環境問題として捉えられていなかったことが、市民にとっては

最重要な健康問題、環境問題として受け止められています。今回の大震災を契

機とした放射能問題は、自治体だけで解決できることではなく、国や発生源で

ある事業者の責任の下で対処しなければならないことですが、環境問題を取り

扱う研究所としては、可能な限り市民の不安を取り除き安全な市民生活を送れ

るよう努めなければならないところです。 
 環境科学研究所では、調査研究・試験検査・環境監視などの事業を通して、

本市の環境施策を推進するための裏づけとなる科学的根拠を提供する役割を担

ってきましたが、環境問題もその時代によって市民から求められるものが変化

しており、それに応じた対応をしていく必要があります。 
 これまでにも、アスベストやダイオキシンといった社会問題になった事柄に

対して、当研究所で調査を行い、本市の良好な環境を保全するための一翼を担

ってきましたが、今後とも時代の要請に応じた事業を進めていきたいと考えて

います。 
 本所報は、当研究所の事業成果を取りまとめたものですが、皆様にご高覧を

いただき、ご助言・ご指導をいただければ幸いです。 
 
 
平成２３年３月 
 
                       横浜市環境科学研究所長 
                            橘  一 秀 



 
 
 
 
 

Ⅰ 業 務 報 告 編 
 



  

業務報告 

１ 環境科学研究所の沿革 

横浜市環境科学研究所は、昭和 51 年 4 月に横浜市公

害研究所として設立され、平成 3 年 6 月に名称を横浜市

環境科学研究所としました。大気、騒音・振動、水質、

地盤沈下、社会科学の各部門に分かれ、各種調査研究を

はじめ、市の規制・指導等に反映させるための試験検査

業務や環境監視に用いる自動測定機等の精度管理など

さまざまな事業を行ってきました。 

   平成 10年 5月には複雑多様化する環境問題に柔軟に

対応できるよう、今までの、大気や水質部門などの現象

対応型組織から、ヒートアイランド対策研究や化学物質

対策研究などの機能対応型組織とするため、研究調整、

調査研究(基礎研究・プロジェクト研究)、試験検査など

に組織を整備しました。 

また、平成 17 年４月には、環境保全局、緑政局、下

水道局の３局再編による環境創造局の発足に伴い、環境

監視センター及び下水道技術開発担当を統合し機能を

拡充するとともに、調査研究テーマに基づく組織編成と

しました。 

平成 21 年 4 月には、市の環境政策との連携を推進す

るため、環境科学研究所は環境創造局企画部に組織再編

し、環境監視センターは、環境保全部環境管理課の所管

となりました。 

 

２ 試験検査業務 

   平成 21 年度は、一般環境大気中の揮発性有機化合物

のモニタリングや工場･事業場への立入検査等に伴う検

査を 667 検体、また事故・苦情に伴う検査を 193 検体、

合計 860 検体（＊）の試験検査を実施しました。 

  ＊１検体あたり、複数の項目を分析 

 

３ 調査研究業務概要（平成 21 年度） 

 【地球温暖化・ヒートアイランド】 

◇ヒートアイランドに関する研究 

【地下水・水循環】 

◇地下水・水循環に関する研究 

【生物多様性】 

 ◇横浜港の水質改善に関する研究 

 ◇多自然型水・緑整備事業の環境への効果に関する研究 

◇生物生息状況モニタリング調査 ―海域生物相調査― 

 ◇横浜の基本植生図のＧＩＳ化 

【きれいな海づくり事業】 

 ◇山下公園前海域における水質浄化実験 

【大気環境】 

  ◇酸性雨モニタリング調査 

【有害化学物質】 

 ◇有害化学物質調査 

 ◇化学物質環境実態調査 

 

【下水道技術開発】 

 ◇水処理・汚泥処理に関する調査研究 

   

        （各調査研究業務概要はP.２～６に記載） 

 

４ 啓発事業 

4-1 第５回 こどもエコフォーラム 

    市内の児童生徒が自ら行った環境に関する調査や活

動の報告などを発表する場を提供する「第５回こどもエ

コフォーラム」を開催しました。このフォーラムは、平

成 17 年度に第 1 回を開催し、児童生徒が日頃から良好

な環境について考え、環境に対する豊かな感性を育むと

ともに、主体的に環境活動を実践できるようにしていく

ことを目的として、教育委員会小中学校教育課と共催で

実施しています。 

内容は、児童生徒から出された環境に関する小中学生

による作品の発表（調査結果、活動報告、提言）・展示

を中心とし、環境活動団体や当研究所等のワークショッ

プも実施しました。今回は、こどもエコフォーラムのテ

ーマ曲に、前回のフォーラムに参加した児童生徒から寄

せられた詩をもとに作成した歌詞をつけたエコフォー

ラムテーマソングを参加者全員で合唱しました。 

  期日／平成 22 年 2 月 27 日（土） 

   会場／横浜サイエンスフロンティア高等学校 

  内容／作品発表(15 編)、音楽演奏 

ワークショップ（12 団体） 

     講評：松永 昌幸(鎌倉女子短期大学教授) 

 参加者／600 人 

4-2 「いたち川 生きもの観察会」 

身近な川の環境について、実際に川に入り、川の生き

ものの採集や川のよごれ具合などについて観察・実習し、

川の環境を考えるきっかけとするために実施していま

す。調査や観察方法を体験しながら楽しく学んでいただ

きました。 

  期日／平成 21 年７月 29 日(水) 

  場所／いたち川（栄区日東橋付近） 

    内容／魚、川の虫、水質などの調査方法の体験学習 

  参加者／45 人 

4-3 施設見学、環境教室等 

 環境月間（６月）の施設公開をはじめ、随時、学校や

市民団体等の施設見学を受け入れ、研究業務の紹介を行

っています。また、区役所・市民団体等からの依頼を受

けて、環境教室や自然観察会への講師派遣も行っていま

す。          （資料編 p.60～62 参照） 
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研究分野 

ヒートアイランドに関する研究 

研究名称 

 

地球温暖化・ヒートアイランド 

 ［目的］ 

  市内の気温観測結果を基にして、夏季の気温分布図を作成しヒートアイランド現象の把握を行うと共に、河川で生

じる冷気が周辺住宅地等に広がる影響についてシミュレーションを行う。さらに保水性や遮熱性材質等によるクール

スポット効果を評価するための簡易ツールの開発研究を行う。 

 

 ［方法］ 

①  気温観測調査 

市内 69か所の小学校の百葉箱を活用して気温観測を行い、横浜市内の夏季（７、８月）の気温分布を作成。 

② 中小河川での冷気シミュレーション 

中小河川の湾曲部での冷気の広がりについてシミュレーションを行った。シミュレーションは大岡川中流の

南区 2ヶ所を選んだ。 

③ 保水性舗装、遮熱性塗装等のクールスポット効果評価のための簡易ツールの開発 

ヒートアイランド対策技術としての保水性舗装及び遮熱性塗装等によるクールスポット効果を評価するため

の簡易ツールを東京工業大学との共同研究により開発。 

 

 ［結果］ 

 2009 年夏季の気温分布による夏季の平均気温の最高は 26.7℃であり、2008 年より涼しい夏となった。熱帯夜日数

（最大 27日）、真夏日日数（最大 38日）は 2008年よりいずれも少なかった。 

 南区の大岡川の湾曲部２ヵ所を選び夏季の実測データを入力値としてＣＦＤシミュレーションを実施した。その結

果、河川に直角方向からの風による冷気の広がりは小さいが、河川と平行な風は後方に冷気の広がりをもたらすこと

がわかった。 

 東京工業大学で開発したシミュレーターを基に横浜市内での保水性舗装や遮熱性塗装をデータベース化したツール

を付加した簡易ツールを開発した。 

 

 

研究分野 

地下水・水循環 
 

研究名称 

地盤情報の集約と提供 
持続可能な地下水利用に関する研究等 

 

  

  

 

   

   

      

 

  

  

 

   

 

 

 

 ［目的］ 

地盤地下水環境に関する情報を環境保全や各種公共事業に役立てるため、横浜市域の地質や地盤構造、地下水に

関する調査研究を行なう。 

 

 ［方法］ 

・横浜市の各種事業で行われた地盤調査結果の集約、情報提供 
・地盤沈下、地下水位のモニタリング 
・横浜の基本植生図のＧＩＳ化 

 

 ［結果］ 

・平成 21 年度に実施された土質調査報告書を集約（委託件数：14 件、柱状図本数：49 本）し、整理した。 
土質調査データは庁内等の依頼に基づき情報提供（件数：11 件、柱状図本数：8086 本）を行った。 

・地盤沈下観測所（5 箇所）、地下水位観測井（20 箇所）のデータ回収および保守点検を行なった。 
・横浜国立大学との共同研究で、鶴見区・南区・磯子区・港南区・保土ケ谷区・都筑区（一部）・戸塚区・栄区の

「横浜の基本植生図（明治）のＧＩＳ化」を行った。 
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研究分野 

生物多様性 

研究名称 

沿岸域の水質改善に関する研究 

 

 ［目的］ 

  富栄養化した横浜市沿岸や感潮域における水質、底質、赤潮状況などの調査を行い、水環境保全・再生に必要な

問題点を明らかにし、行政施策に有功な情報を提供することを目的とする。 

 

 

 ［方法］ 

 沿岸域における赤潮調査は、１～２回/月の頻度で行った。 

鶴見川河口周辺の運河などで水質、底質、底生生物の調査を 2009年６月、９月に行い、底層環境について検討

した。 

 

 

 ［結果］ 

 沿岸域の赤潮調査では、春～夏に赤潮が発生し、経年的に底層で貧酸素状態にあることが確認された。 

鶴見川河口周辺では、水質は６月に赤潮状態だったが、鶴見川河口部では流入河川水のためにその影響が小さ

かった。９月は小運河や河口で底層 DO が低く、特に入江川河口では青潮が観測された。青潮のみられた入江川

河口の底質は嫌気度が高く、COD や全硫化物も高かった。底生生物は有機汚濁指標種が９種、ホンビノスガイな

どの外来種も多く観察された。 

 

 

研究分野 

生物多様性 

 
研究名称 

多自然型水・緑整備事業の環境への効果に関する研究 

 
 

 
 ［目的］ 

  多自然型河川整備、河川構造物の改変、魚道設置等の水・緑整備事業が多く展開されているが、より効果的事業とす

るために、事業により創造された環境について生物的に適切に評価を行い、新たな事業や効率的な管理に反映させると

共に、地域住民等に対しても事業効果の適切な情報提供を行うための基礎資料とすることを目的とした。 
 ［方法］ 

 多自然型整備河川として梅田川を対象として、改修後の物理的環境要因の変化と魚類回復との関係を把握するため

に平成 21 年に調査を行った。また、境川、帷子川水系を対象に、アユ等の魚類分布調査を行い、堰、落差工等の河川

構造物との関係を検討した。さらに特定河川について産卵場等の調査を行った。 
 ［結果］ 

多自然型整備が進められた梅田川の魚類回復状況は、開放区、水面下のカバー区、人工区の中で、水面下の隠れ家

の存在を示すカバー区で多くの魚種が出現した。生息密度の季節変化では、オイカワ、アブラハヤが夏季に高い値を

示したが、秋の増水時以後、低い値となった。カワヨシノボリは周年出現していた。物理的環境要因との関係では、

オイカワは小礫率、流れ幅等、アブラハヤが水際照度、流速等、カワヨシノボリは土丹率、カバー面積との関係が強

く、魚種による生活場利用の違いが示唆された。アユの分布調査は、境川水系では本川で、平成 20 年に確認された地

点で確認されなかった。柏尾川は下流で確認されたが、上流の阿久和川で今回、アユが確認されず、新たに設置され

た構造物の影響があったものと推測した。帷子川は、前回と同様な地点まで確認された。大岡川のアユについては、

産卵場調査を行い、下流の限られた場所で産卵が行われていることが明らかになった。 
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研究分野 

生物多様性 

研究名称 

生物生息状況モニタリング調査 ―海域生物相調査― 

 

 ［目的］ 

 海域生物相調査は 1973年から原則として３年ごとに実施しているモニタリング調査であり、横浜市における海域生

物の生息状況の変遷を長期にわたり把握してきた。本調査では、海域の生物生息状況を明らかにし、生物指標によっ

て水質状況を評価するとともに、生物の現状や変遷を示すことで、多くの市民の方々に海への関心を高めていただくこ

とを目的としている。   

 ［方法］ 

 河口･海岸域調査は、鶴見川河口、山下公園、堀割川河口、海の公園（金沢湾）、野島公園（金沢湾）、夕照橋（平潟

湾）、野島水路（平潟湾）の計７か所を対象とした。河口・海岸域調査での海藻・海草は平成 21年６月と 10月と翌年

1 月（補足調査）に、海岸動物と魚類は 10 月に実施した。内湾調査は横浜港沖、根岸湾沖および金沢湾を対象に、6

月と 10月に魚類とプランクトンの調査を実施した。 

 ［結果］ 

 平成 21 年度は 12 回（36 年）目の調査にあたる。海藻・海草は 46 種が確認され、この中には県レッドデータ種の

コアマモが含まれる。また、内湾では魚類 35種が確認されている。海岸動物については節足動物のアメリカフジツボ

や軟体動物のコウロエンカワヒバリガイ等の外来種も確認された。 

 生物指標による水質評価では、岸壁は山下公園、堀割川河口および野島公園で「きれい」、鶴見川河口で「やや汚れ

ている」と評価された。干潟では野島水路で「きれい」、内湾では調査した３海域とも「きれい」と評価された。 

 

 

研究分野 

生物多様性 

 
研究名称 

「きれいな海づくり」事業 

 ［目的］ 

 横浜港の水環境は公共下水道整備などにより大幅に改善されてきましたが、依然として赤潮の発生や悪臭などの課

題を抱えています。昔のようなきれいな海を取り戻すためには、海底の浚渫や覆砂などの整備に加えて、更に海が本

来もっている自浄作用（海域の生物などによる水質浄化）を高めるとともに、海域に流入する水に対する市民の関心

と環境意識を高めることが重要です。 

環境創造局では、市民・事業者とともに水環境を考え横浜港の更なる水環境改善を進めるため、山下公園前面海域

の一部で海域生物による浄化実験を行いました。 

 

 ［方法］ 

 山下公園前の海域約６ヘクタールを「海域浄化のショーケース」として指定し、赤潮や降雨時の濁水などの外乱を

最小にするため、海域浄化実験施設内に水中スクリーンを配置し、水質浄化及び底質改善を図るため生物付着基盤を

設置するなど、海中生物の浄化能力を活用した水質浄化実験を行いました。 
＊ 設置期間 ： 平成２１年 7 月１3 日から平成 21 年 9 月 25 日まで 

 
 ［結果］ 

  山下公園前の海域に内側水中スクリーン（生物の多い海域）と、外側スクリーン（生物の少ない海域）で水質浄

化について検討しました。また、水深や光量、生物付着基盤の材質などが生物相に及ぼす影響を調査し、生物が多様

で浄化能力の高い海域を作るために基礎データの収集を行いました。垂下式スクリーンが的確に機能した場合、赤潮

などの濁水の防除効果のあること、生物量の多い内側スクリーン内の水質は、生物の少ない外側スクリーン内よりも

水質の良いことなどが分かりました。 

 また、水中スクリーンは、海面付近を漂う汚濁成分が侵入することを防ぎ、仕切られた内側の海域の浄化には有効

でした。平成 21 年 8 月 22 日と 23 日には水中スクリーンで仕切られた海面内において「2009 横浜国際トライアスロ

ン大会」の水泳競技が行われました。しかし、スクリーンの維持管理を考えると設置する場所や目的を考慮する必要

があると思われます。 

生物付着基盤は、生息環境の改善につながったと考えられます。生物海域の水質浄化を推進するためには、水深が

浅く溶存酸素量の確保できる場所に設置することで多くの付着生物が得られると考えられました。 

このことから、海域生物が水質浄化に強く寄与しており、生物の多様性が重要であることが分かりました。 
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研究分野 

大 気 環 境 

研究名称 

酸性雨モニタリング調査 

［目的］ 
大気汚染による酸性雨の影響は、近年の東アジア地域における急速な工業化の進展により、広範囲に渡ると懸念され

ている。横浜は以前から都市・工業地帯の汚染の影響を受け、日本の中ではやや強いレベルの酸性雨となっていたが、

平成 12 年（2000 年）９月からは三宅島火山ガス（SO2ガス）の影響が加わったため、急激に酸性度が強まり、世界で

最も酸性雨が強い東欧、北米、中国重慶等の地域と同レベルとなった。横浜市環境科学研究所では酸性雨の監視及び

被害の未然防止を目的として、1984年から継続して酸性雨モニタリング調査を行っている。 

 
［方法］ 

横浜市磯子で平成 21年（2009年）４月～平成 22年（2010年）３月の１年間、自動雨水採取装置を用いて降水を採

取し、pH を測定した。降水は、初期 1mm 降水（降り始め 1mm 目までの雨）及び一降水全量（降り始めから降り終わり

までの一雨）の２種を採取した。採取単位は原則として降水ごととし、降水と降水の間隔が３時間以上の場合は別の降

水とみなした。なお、初期 1mm降水は、降水の初期性状を調べるために採取した。大気中の物質の取り込みは初期降水

に多く、後続の降水は少ないため、一降水全量の pHは初期降雨の pHより高くなる場合が多い。 

 
［結果］ 
 火山ガス放出前 10年間の平均 pHは、初期 1mm降水 4.33、一降水全量 4.73であったが、火山ガス放出後１年間の平

均 pHは、初期 1mm降水 3.88、一降水全量 4.31であった。その後徐々に回復傾向がみられており、平成 21年度（2009

年度）の平均 pHは、初期 1mm降水 4.28、一降水全量 4.82であった。 
 

 

 

研究分野 

有害化学物質 

 
研究名称 

化学物質リスク管理に関する研究 

［目的］ 

化学物質による環境リスクの低減を図るため、環境実態が明らかでない化学物質やモニタリングが必要とされ

る化学物質の環境調査を実施し、その残留状況を把握することを目的とする。 

 

［方法］ 

１ 環境省委託化学物質環境実態調査 

(1)  環境省の化学物質環境実態調査（委託調査）に参加し、水質・底質・生物・大気試料中の化学物質につい

て調査を行った。 

(2)  精度管理調査（環境省）に参加した。 

(3)  化学物質の分析法の開発、検討を行った。 

２ 有害化学物質調査 

     鶴見川（亀の子橋、千代橋、都橋、寺家、奈良川、しらとり川）にて、農薬 82種類の調査を行った。 

 

［結果］ 

１ 環境省委託化学物質環境実態調査 

    水質、底質、生物（ムラサキイガイ）、大気試料中の有害化学物質の環境実態調査に参加した。21年度の結

果は取りまとめ中である。20 年度の結果、PCB 類、DDT 類等が横浜市内の環境中から検出され、ほぼ前年度

と同じレベルであった。また、1-メトキシ-2-ニトロベンゼンについて、精度管理調査に参加するとともに、

鶴見川亀の子橋及び横浜港の水質試料の分析を行った。 

２ 有害化学物質調査 

鶴見川から 27種類が検出された。公共用水域等における基準値、指針値が設定されている農薬について、

基準値、指針値を超えるものは認められなかった。また、国立環境研究所との共同研究により、鶴見川の河

川水を用いてオオミジンコ繁殖試験を行った結果、夏季の試料で産仔数に影響が認められた。 
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研究分野 

下水道技術開発 

研究名称 

水処理･汚泥処理に関する調査研究 
 

 ［目的］ 
市民生活を豊かにする快適な水環境の保全のための処理水質の向上や効率的･効果的な処理方法の確立に向けて、

水処理や汚泥処理に関する研究などを行っている。 
現在は主に、下水処理水である再生水の水質改善を目的とした消毒技術について、消毒の確実性と効率性に関する

研究を行っている。 
 

 ［方法］ 
実験タンク（375L）付きマイクロバブル発生装置を用いて、都筑水再生センターの処理水とオゾンを反応させ、既

存の再生水とオゾンマイクロバブルを用いた場合の消毒性能の比較を行った。 
 
 ［結果］ 

「下水処理水の再利用水質基準等マニュアル」（平成17年4月、国土交通省）による「親水用水基準」を満足する

ための水質を得るには、オゾン注入率10mg/lが必要で、細菌類(大腸菌、レジオネラ属菌及びノロウイルス等)の不活化に

はオゾン注入率4mg/lが必要であることが確認できた。 
今後は施設の更新時の実機導入を見据えて、実施設のオゾン反応槽の縮小モデルを用いた実証実験を行い、設計条

件等の設定、維持管理費等の算出を行う予定である。 
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横浜市緑区新治地区における明治期から平成期にかけての植生の変遷 

 

井上 智、石川孝之 

（横浜市環境科学研究所） 

 

The change of vegetation from the Meiji era to today around Niiharu area, Midori Ward, 

 Yokohama City 
 

Satoshi Inouye, Takayuki Ishikawa 
(Yokohama Environmental Research Institute) 

 

キーワード：土地利用変化、時系列分析、植生図、GIS、横浜市 

 

要 旨 

 横浜市緑区の新治市民の森の保全管理計画が平成 22 年度に策定される。その基礎資料に活用する目的で、新治市民の森

周辺の自然環境の変遷を植生図で追跡した。明治期と昭和期の植生図を GIS 化して、既に GIS 化されている平成期の植生

図と比較した。新治市民の森周辺において、樹林地は明治期から平成期まで総面積の約 50％で推移していた。各年代の樹

林地の特色は、明治期はマツ林の存在、昭和期はスギ・ヒノキ林の拡大、平成期は落葉広葉樹林の再拡大である。本結果

の一部は、保全管理計画のゾーニング策定と目標植生決定の基礎資料として活用された。 

 

１．はじめに 

ヒートアイランド対策や生物多様性の観点から、

横浜市全域の自然環境の変遷を把握することは重要

である。一方、横浜市内に残されている緑を保全す

る観点から、市民の森や公園などに調査対象地域を

絞り、その地域の自然環境の変遷を調査して、保全

管理計画に結び付けていくことも重要である。そこ

で、各年代の植生図から横浜の植生の変遷を追跡し

て、自然環境の変遷を把握することにした。 

平成期植生図は紙媒体と電子媒体で存在するが、

それ以前の植生図は電子媒体で存在しない。そこで、

横浜国立大学教育人間科学部原田洋教授との共同研

究により、明治期と昭和期の植生図をGIS化して、

各年代の植生図から植生の変遷を追跡している1、2）。 

横浜市緑区の新治市民の森の保全管理計画が平成

22 年度に策定される。その基礎資料に活用する目的

で、新治市民の森周辺の自然環境の変遷を、明治期

（明治 15 年）、昭和期（昭和 46 年）、平成期（平成

9 年）の植生図から、植生の変遷について調査した。 

 

２．調査地域 

 2－1 概要 

 調査地域は横浜市緑区の新治恵みの里事業指定

予定区域とした（図 1）。この地域は、横浜の緑の 10

大拠点の一つである三保・新治地区の一画である。

低地の水田や畑、台地の樹林地からなる谷戸地域と、

恩田川・梅田川沿いに広がる水田を含めた約 160ha
の地域である（写真 1・2）。新治恵みの里事業指定

予定区域内に、新治市民の森事業指定区域（67.2ha）

や新治里山公園（15.3ha）が存在する。なお、新治

市民の森事業指定区域と新治里山公園は、一部重複

している。 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 調査地域 

写真 1 新治市民の森の谷戸田 

0 1km

にいはる里山
交流センター
（旧奥津邸）

十日市場駅

梅田川

恩田川

新治恵みの里事業指定予定区域

（約160ha）
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2－2 新治市民の森と新治里山公園 

 市民の森制度は、横浜市独自の緑地を保全する制

度で、昭和 46 年度から開始して現在 31 か所（約

451ha）指定されている。緑を守り育てるとともに、

山林所有者の協力により、市民の憩いの場として利

用されている。 

 新治市民の森は、平成 12 年 3 月に開園した。横浜

市緑区のほぼ真ん中、JR 横浜線十日市場駅から徒歩

約 20 分に位置している。この森を含む一帯は、北の

森と総称される横浜市内屈指の緑地帯である。低地

の水田や畑、台地の樹林地からなる谷戸の景観は、

横浜の原風景を今に残している。 

新治市民の森は平成 22 年 3 月に開園 10 周年を迎

え、この節目の年に新治市民の森保全管理計画を策

定することになった。保全管理計画策定にあたって

は、新治市民の森と隣接する新治里山公園予定地も

一体的に検討することにした。保全管理計画策定の

ため、横浜市と NPO 法人と市民にアドバイザーを加

えた検討会を立ち上げ、この検討会の中で計画の素

案を作成することにした。 

現在、一部開園した新治里山公園は、指定管理者

の NPO 法人が管理している。にいはる里山交流セン

ター（旧奥津邸）（写真 3）を活動の拠点とし、様々

なイベントを企画・運営している。 

 
 2－3 生物多様性ホットスポット 

生物多様性が非常に高いにも関わらず絶滅危惧種

や希少種が集中して分布している地域を、生物多様

性ホットスポットという。図 2 に、神奈川県内の生

物多様性ホットスポットの分布得点の分布図を示す
3）。大きく濃い丸ほど分布得点が高く、絶滅危惧種

や希少種が集中して分布していることを示している。 

勝山ら 3)によると、神奈川県では丹沢の標高

1,000m以上の地域と、箱根（仙石原・神山・金時山・

芦ノ湖西岸など）から湯河原にかけて、RDB種（レ

ッドデータブックに掲載されている種）の出現頻度

が高い場所が集中し、神奈川県内最大の生物多様性

ホットスポットになっている。次いで、藤野北部の

生藤山から陣馬山周辺、南足柄市、横浜市緑区南部

から旭区北部にかけての地域、登戸周辺、逗子・葉

山・三浦半島南端などに生物多様性ホットスポット

が存在する。 

さらに、勝山 4)によると、横浜市緑区南部から旭

区北部にかけての生物多様性ホットスポットの存在

は、この地域の里山に絶滅危惧種や希少種が多いこ

とを示している。この地域で記録のあるRDB種は 66

種あるが、そのうち 28 種は湿地性、16 種は草地性

の種で、全体の 3 分の 2 を占める。谷戸奥の湧水と

湿地、谷戸田、ため池など、里山の水辺環境は湿地

性の種の貴重な生息地である。また、水田と背後の

丘陵との間の土手は定期的に草刈りが行われ、細長

い草地として維持されてきた。特に北向き斜面は雑

木林により水田が日陰にならないように、幅広く草

地になっていた。このような小規模な草地を里草地

というが、ここは草地性種の貴重な生息環境である。 

このため、新治市民の森や三保市民の森などを含

む横浜市北部の拠点緑地の里山の保全は、神奈川県

の生物多様性の保全にとって重要であると指摘して

いる。 

 

 

 

 

３．方法 

図 2 神奈川県の生物多様性ホットスポット

（勝山ら 3）より引用） 

写真 2 新治恵みの里農業振興地域の水田 

写真 3 にいはる里山交流センター

（旧奥津邸） 
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 3－1 明治期植生図（明治 15 年） 

原田ら（未発表）が作成した紙媒体の「明治前期

の横浜市域の植生図」を使用した。作成方法は、原

田ら 5)と同様の方法であった。明治期植生図は、明

治 15 年測量の「第一軍管地方 2 万分 1 迅速測図」、

通称「迅速測図」と呼ばれる地図と、その原図とな

った「迅速測図原図」等を基に作成している。 

 Spragueら6)は、「迅速測図」は土地利用変化の研

究のために極めて重要な役割を果たしてくれている

と、指摘している。 

 

3－2 昭和期植生図（昭和 46 年） 

宮脇 7)が作成した紙媒体の「横浜市現存植生図－

1」を使用した。 

 

3－3 平成期植生図（平成 9 年） 

横浜市環境保全局発行の「横浜市地域環境特性図

（第 3 版）」のうち、紙媒体の緑区植生図と、電子デ

ータ（ARC／INFO フォーマット形式）を使用した。

電子データは MapWindowGIS ソフトウェアに取り

込み、解析した。 

 

3－4 潜在自然植生図 

宮脇7)が作成した「横浜市潜在自然植生図－1」を

使用した。 

 

3－5 GIS 化手法 

紙媒体の明治期植生図と昭和期植生図と潜在自然

植 生 図 を GIS 化 す る 際 、 フ リ ー ソ フ ト の

MapWindowGIS （Gary Watry, COPAS-FSU）を主に

使用した。  
紙媒体の植生図をGIS化する手順は、川崎ら 8)の方

法に準じて行った。まず紙媒体の植生図をスキャナ

によりデジタル化する。次に、デジタル化した植生

図に位置情報を登録する（ジオリファレンス）。そし

て、ジオリファレンスした植生図を背景に植生区分

毎の多角形（ポリゴン）を作成する（デジタイジン

グ）。最後に、植生区分毎のポリゴンの属性値を決定

して入力する。 

 

3－6 植生凡例の統一 

明治期と昭和期と平成期の植生図は、それぞれ植

生の分類区分が異なる。各年代の植生図を比較する

関係上、植生凡例を 9 区分に統一し、植生図を再編

集した。 

 

3－7 住民聞取り調査結果による検証 

植生図の比較による植生の変遷を検証するため、

対象地域内の農家に対する聞取り調査結果 9)（横浜

市環境創造局みどりアップ推進課、2010）より、別

表 1 を作成した。 

明治期から平成期にかけての植生の変遷の検証に、

これらの情報を活用した。 

４．結果と考察 

 4－1 植生凡例の統一 

明治期と昭和期と平成期の植生図は、それぞれ植

生の分類区分が異なる。明治期植生図の凡例は 14

区分、昭和期植生図では 37 区分、平成期植生図では

45 区分に分類されている。 

各年代の植生図を比較する関係上、植生凡例の統

一を行わなければならない。今回は、広葉樹林、マ

ツ林、スギ・ヒノキ・（サワラ）林、竹林、草地 1（水

辺植物）、草地 2（その他）、畑・果樹園、水田、市

街地・その他の 9 区分にまとめた（表 1）。なお昭和

期と平成期の植生図では、広葉樹林を落葉広葉樹林

と常緑広葉樹林に細分化し、10 区分とした。 

 

4－2 明治期の植生の特徴 

 新治地区の明治期植生図と調査面積に対する植生

区分（9 区分）の割合を円グラフで、図 3 に示す。 

明治期の植生の特徴は、マツ林が存在していたこ

とである。昭和期と平成期にはマツ林は存在してい

ない。 

別表 1 によれば、昭和前期にはマツは主に燃料と

して利用されていた。マツ葉を集めて風呂や煮炊き

に使用したり、薪としても火力が強く重宝された。

また、マツは植林されていた。 

明治期から昭和前期にかけて生活様式は基本的に

変わらないと考えられるため、明治期にマツ林が存

在していたとする本結果と一致する。 

恒川ら10)は、多摩丘陵鶴見川流域における里山の

変貌について報告している。1880 年代の樹林地の植

生別構成比では、クヌギ・コナラ林が 71％、アカマ

ツ林が 27％、スギ・ヒノキ林が 2％だった。現在と

比較して、アカマツ林が占める割合が高く、農家が

アカマツを積極的に利用していたと指摘している。 

原田11)は、明治期にマツ林が広い面積を占めてい

た理由を、以下のように推測した。江戸時代の 1700

年頃から薪や炭の需要増加に伴い、広葉樹林の伐採

が過度に行われ、土地が持つ潜在的な地力が急速に

衰えた。そこで、マツのなかでも特にアカマツは貧

養な瘠地でも生育可能で成長が早いため、植林が盛

んに行われた。このため、マツ林が拡大していった。 

 四手井12)は、マツ林はヒトの社会生活に密着して、

しだいにすみ家を広げ、多方面でヒトに利用され、

ヒトの社会に入り込んでいったと指摘している。 

 マツは陽の光を強く要求する陽樹で、安定した極

相林の中では生育できない、典型的な先駆植物であ

る。特にアカマツは貧養、乾燥な地であっても明る

い陽光地であれば、生育できる 11)。 

昭和前期まではヒトが森林の伐採を繰り返し、た

び重なる低木の伐採や落ち葉掻きおよび山火事など

によって、アカマツの競争相手となる広葉樹の生育

地を攪乱していた 11）。 

マツの生態的特性と人為作用により、広葉樹の生

育地をアカマツ林が占めるようになり、アカマツ林

の分布が拡大したと推測した。 
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明治期植生図 昭和期植生図 平成期植生図

イロハモミジーケヤキ群集 イロハモミジーケヤキ群集

カサスゲ－ハンノキ群落 ハンノキ群落

オニシバリーコナラ群集 オニシバリーコナラ群集

クヌギーコナラ群集 クヌギーコナラ群集

ミゾシダーミズキ群落

落葉広葉樹植栽地 オオシマザクラ植林　他（落葉広葉樹植栽地）

マサキートベラ群集 マサキートベラ群集

ヤブコウジースダジイ群集

イノデータブ群集

ホソバカナワラビースタジイ群集 ホソバカナワラビースタジイ群集

シラカシ群集　ケヤキ亜群集 シラカシ群集　ケヤキ亜群集

シラカシ群集　典型亜群集 シラカシ群集　典型亜群集

シラカシ群集　モミ亜群集 シラカシ群集　モミ亜群集

クスノキ植林
常緑広葉樹植栽地
クロマツ植林 クロマツ植林

アカマツ植林 アカマツ植林

スギ・ヒノキ林 スギ，ヒノキ，サワラ植林 スギ・ヒノキ・サワラ植林

竹林 モウソウチク，マダケ林 モウソウチク・マダケ林

オギ群集他（冠水植物群落） オオブタクサーオギ群落　他（挺水植物群落）

ミゾソバーアシボソ群落（耕作放棄水田雑草群落） スギナーヨシ群落　他（耕作放棄水田雑草群落）

ウラギククラス（塩沼地植生）
ウキクサクラス，ヒルムシロクラス（開放水域植物群落）

ブタクサーオオブタクサ群落　他（河辺敷地雑草群落）

オヒシバーアキメヒシバ群集　他（造成跡地雑草群落）

オオクサキビーホウキギク群落　他（埋立地雑草群落）

ニワホコリーカゼグサ群集（踏跡群落） カゼクサーオオバコ群集　他（踏跡群落）

ヒロハノウシノケグサ群落　他（外来放草吹付地）

シバ群団（ゴルフ場を含む） シバ群落

ヒメムカシヨモギーオオアレチノギク群落（耕作放棄畑雑草群落） オオイヌノフグリーシロザ群落（耕作放棄畑雑草群落）

メダケ群集

アズマネザサーススキ群集 アズマネザサーススキ群集

クサギーアカメガシワ群団

クズ－カナムグラ群落 クズ群落

ベニバナボロギクーダンドボロギク群集（伐跡群落）
イソギクーハチジョウススキ群集（海岸断崖地植生） イソギクーハチジョウススキ群集

ハナグルマーコウボウムギ群集地（海岸砂丘植生）
常緑果樹園（ミカン他） 常緑果樹園

落葉果樹園（クリ，ナシ） 落葉果樹園

畑 カラスビシャクーニシキソウ群集（畑地雑草群落） カラスビシャクーニシキソウ群集（畑地雑草群落）

桑畑

茶畑

苗圃

牧草地

水田 ウリカワーコナギ群集（水田雑草群落） ウリカワーコナギ群集（水田雑草群落）

市街地及び裸地 市街地

住宅地（緑の植栽：イヌツゲ，モチノキ，スダジイ，モッコクなどが多い地域） 緑の多い住宅地等

緑の多い住宅地内の樹林地（樹種不特定）

工場地 工場地

造成裸地

人工海浜

荒地

塩田

砂礫地

不明

水域

沼地

草地1（水辺植物）

開放水域

ヤブコウジースダジイ群集及びイノデ－タブ群集

クスノキ植林　他（常緑広葉樹植栽地）

広葉樹林

マツ林

集落

草地1：ヨシ草地

果樹園

草地2：その他 草地2（その他）

畑・果樹園

水田

市街地・その他

開放水域

統一した区分

広葉樹林

マツ林

スギ・ヒノキ・（サワラ）林
竹林

常緑広葉樹林

落葉広葉樹林

 

 

新治地区の明治期植生図では、草地の記載がみら 

れなかった。 

しかし、スプレイグら 13、14)は、明治初期の茨城県

牛久・岡見地区の 60％以上が林地や草地として利用

され、江戸時代から営まれていた自給自足の農業が

持続するためには、広大な肥料や燃料の供給地が必

要であったと推測している。 

また、養父15)は、江戸時代から明治・大正、第二

次世界大戦まで、林野面積全体の 10～15％、250～ 

400 万 ha が、主に刈敷や牛馬の餌を得るための草山

であったと指摘している。 

これらの指摘と別表 1 の山で草刈りを行っていた

という情報から、明治期に新治地区において草地が

存在しなかったとは考えにくい。 

明治期植生図の基になった「迅速測図」は軍用視

点からのまとめ 16)のため土地利用図的な性格が強

いことや、「迅速測図」の植生記載が測図者の判断に

よって異なる17)ことが考えられるため、新治地区に

草地の記載がなかったと推測される。 

 

4－3 昭和期の植生の特徴 

新治地区の昭和期植生図と調査面積に対する植生

区分（10 区分）の割合を円グラフで、図 4 に示す。 

昭和期（昭和 46 年）には、明治期に存在していた

マツ林が消滅している。戦後の 1960 年以降のエネル

ギー革命により、燃料としてのマツの需要がなくな

った11）。このため、マツ林に対する人為作用がほと

んどなくなり、マツ林を放置することにより、落葉

広葉樹林へと遷移したと推測した。マツノザイセン

チュウや大気汚染によるマツ枯れの影響も考えられ

る。また、別表 1 から戦時中に防空壕築造のために

マツを供出したことを確認している。 

従来から存在していた落葉広葉樹林や、マツ林消

滅後に遷移したと推測した落葉広葉樹林を伐採して、

スギ・ヒノキ・サワラを植林した。このため、樹林

地として面積は減っていないが、質的には針葉樹林

の占める割合が高くなっている。 

明治期に確認できなかった水辺植物群落以外の草

地が見られるが、これはササ・ススキで、樹林の伐

採後または畑の放棄後に侵入したと推測した。昭和

表 1 明治期・昭和期・平成期の植生凡例の統一 
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期のササ・ススキの草地は、遷移の途中段階で、ヒ

トが利用目的で形成した草地ではない。 

一般的には、昭和前期まで萱場（かやば）や秣場

（まぐさば）といった草地は、村で共同管理してい

た入会地だった。この入会地は、ヒトが利用目的で

管理していた草地である。別表 1 から、新治地区に

は入会地は存在せず、山のほとんどは地主 4 軒の所

有地であったことを確認している。 

 

4－4 平成期の植生の特徴 

新治地区の平成期植生図と調査面積に対する植生

区分（10 区分）の割合を円グラフで、図 5 に示す。 

平成期では、スギ・ヒノキ・サワラ林から落葉広

葉樹林へ変遷していた。これは、スギ・ヒノキ・サ

ワラ林の伐採後に草地、更に落葉広葉樹林へと遷移

したためと推測した。竹林の拡大が見られたが、草

地への侵入と樹林地の伐採後への侵入によるものと

推測した。 

かつては、水辺植物群落を開墾して水田を広げて

いったが、平成期では水田が放棄され、水辺植物群

落や竹林、畑・果樹園へと変遷している。 

また、面積はわずかであるが落葉広葉樹林の中に

常緑広葉樹林も見られる。遷移が進んで、極相林へ

と移行しつつあると推測した。 

 

4－5 潜在自然植生 

新治地区の潜在自然植生の植生図と調査面積に対

する植生区分（10 区分）の割合を円グラフで、図 6

に示す。 

潜在自然植生図とは、ヒトの影響を一切停止した

とき、その立地に生じると判定される自然植生を示

した植生図である。 

新治地区では、シラカシ群集ケヤキ亜群集とシラ

カシ群集典型亜群集の常緑広葉樹林が約 75％を占

めた。残りの 25％は、低地にはカサスゲ－ハンノキ

群落及びヨシ－ハンノキ群落の水辺植物、低地に隣

接してクヌギ－ハンノキ群落の落葉広葉樹林だった。 

 平成期の樹林地は落葉広葉樹林やスギ・ヒノキ・

サワラの針葉樹林がほとんどである。しかし、樹林

地を管理せず放置すれば、シラカシを中心とした常

緑広葉樹林へと遷移していくと予想される。 

 

4－6 明治期から平成期の植生の変遷 

新治地区における明治期と昭和期、平成期の調査

図 3 明治期植生図と植生別面積割合 図 4 昭和期植生図と植生別面積割合 

図 5 平成期植生図と植生別面積割合 図 6 潜在自然植生図と植生別面積割合 
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面積に対する植生区分の割合を、図 7 に示す。 

 

 

 

明治期から平成期では、畑・果樹園と水田が減少

し、市街地・その他が拡大している。畑・果樹園は

明治期 24％、昭和期 15％、平成期 12％で、同様に

水田は 21％、20％、14％だった。市街地・その他は、

明治期 7％、昭和期 13％、平成期 19％だった。 

平成 21 年に調査した新治市民の森の植生図（未発

表：横浜市環境創造局みどりアップ推進課）による

と、平成 9 年時点の水田はわずかしか残存しておら

ず、竹林や畑・果樹園へと変遷していた。 

広葉樹林と針葉樹林を併せた樹林地の面積は、明

治期から平成期にかけて約 50％でほとんど変化し

ていない。 

広葉樹林のうち落葉広葉樹林、いわゆる雑木林は、

かつてヒトが森林資源を収奪していたと表現される

程、ヒトに十分に活用されていた。 

別表 1 から、昭和前期には新治地区では、クヌギ

は計画的に 10～12 年周期で伐採し萌芽再生して、伐

採したクヌギは炭窯で炭を焼き売却していたことを

確認している。 

横浜の他の地域では、川瀬 18)が横浜市旭区のこど

も自然公園周辺の土地利用の変遷の聞取り調査を行

っている。昭和 20～30 年代は雑木林の材の部分は炭

や薪に、落ち葉はそのまま堆肥に、下草刈りして得

た干草は燃やして灰、または積んで堆肥にというよ

うに、十分利用されながら管理されていた。そのた

め、雑木林は 6～7 周年周期で伐採・更新していた。 

菅野 19)、20)は、横浜市港北区会谷下（えげやと）

の雑木林の変遷について報告している。戦前から昭

和 35 年頃までは、林内のクヌギ、コナラなどは推定

4～5 年の間隔で伐採され、薪炭用に用いられていた。

林内の下草も燃料として推定年 1 回ほど刈り取られ

ていた。従って林内の見通しはよく、蔓植物は少な

く、樹高の高いクヌギ、コナラなどはあまりみられ

なかった。 

 

 

 

 

図 7 明治期から平成期への植生の変遷 

図 8 昭和 29 年測図地形図 

写真 4 米軍撮影空中写真 
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項目 情報

新治地区は森林と耕作地を含めて90町歩（＝89.1ha）あった

山は3山あり、ほとんどは地主4軒の所有地で新治地区には入会地は存在しなかった
もやたき（＝ヒコバエ）や間伐材、薪等は地主所有の山からもらっていた
クヌギは10～12年より早くても遅くても芽吹きが悪くなるので、10～12年周期で伐採して萌芽更新した
戦時中に防空壕を作るのにマツを供出した
十日市場住宅造成と霧が丘の大火事で、30町歩（＝29.7 ha）の森林を伐採した
マツ、スギ、ヒノキは神奈川県から購入して植林していた
材木を伐採するのは秋の彼岸から春の彼岸の間で、木の水分の少ない時期に伐採した
ふゆき（＝スギ）は注文が入ってから伐採して子安の造船所にも卸していた
米、塩、酒、サカキを供えてから山入りし、伐採した
山の道具はカシを材料にして自分達で作った
山の仕事に牛を使った
材木を牛で引っ張って山から道路まで降ろし、牛車で新横浜まで材木を運んだ
米と麦と桑畑で生計を立てていたが、戦争末期と終戦直後は食料難のためサツマイモを栽培した
現在と比べて桑畑が多く、5～6軒の農家で共同桑園を管理していた
戦前は桑畑を中心に米と麦、戦中から終戦直後はサツマイモと陸稲、戦後はスギ林と土地利用は変化していった
農地の周りはクヌギ等の雑木林で、農地にかかる枝は木障刈り（こさがり）して日光を確保した
梅雨時期の6～7月に水田周辺の草刈をして田植えを行い、それから山の草刈をした
馬は人糞取りに使い、戸部まで3～4時間かけて人糞尿を取りに行き、下肥にした
馬のない農家は、東神奈川まで大八車で人糞尿を取りに行き、下肥にした
落葉やササを燃やし灰にして、肥料とした
炭にする木はほとんどがクヌギで、コナラやカシも炭にした
クリやナラの炭をサクラ炭と呼んでいた
クヌギやコナラの生木は水分が多いため炭にすると重量が減ってしまうが、サクラ炭は水分による目減りが少なかった
炭は黒炭で、長さは1尺2寸（＝36.4cm）に揃えた
炭焼きは１窯に薪100把（一把＝片手を伸ばした長さの二倍）入れ、薪100把で炭30俵出来た
雑木林１反（＝0.1ha）で、炭窯3窯分の炭が出来た
地主所有の炭窯は2窯あり、地主から借りて7軒で炭を焼いていた
炭を焼くのに約一週間かかった
鶴見川向こうの炭屋に炭を卸していた
昭和30年頃まで炭焼きを商売にしていた人もいた
生糸は貴重な現金収入だった
男松（＝クロマツ）のマツ葉を背負い子（しょいこ）に拾い、風呂や煮炊きの燃やし木にした
豆腐屋で油揚げを揚げるときにマツ葉を使っていた
薪はマツが火力も強く一番良かった
春に木の芽が吹くまで薪拾いをした
ドドメやアケビ、自然薯を収穫した
雑木林を良く手入れしていたので、自然薯の頭を残しておけば、2～3年後にまた収穫できた
エビネ、ギンラン、シュンラン、クマガイソウ、オミナエシ、オカオグルマ、ヤマユリが咲いていた
水田の木障刈り（こさがり）をしなくなって、畔の花は少なくなった

森林

水田・畑

炭焼き

生活

現在の落葉広葉樹林はヒトが積極的に利用してお

らず、コナラ・クヌギなどの樹高は 15ｍを超えるよ

うな雑木林を形成しているが、かつての落葉広葉樹

林は現在と比較して、樹高も低く幹も細く、質的に

貧弱ではなかったかと推測した。 

 

５．おわりに 

かつて里山では、薪炭林などに長期利用するため

ヒトの手が適度に入り生態系も豊かに保たれていた。

現在、この里山をヒトと自然との関係のモデルにし

ていこうという取組がみられる。 

平成 22 年 10 月に名古屋市で開催された生物多様

性条約第 10 回締約国会議（COP10)で、日本政府は

SATOYAMA イニシアティブを持続可能な自然の利

用方法として、世界に提唱した。 

養父21)は、里地里山を次のように定義している。 

 水と空気、土、萱場（かやば）や雑木林から屋敷、

納屋、牛馬小屋、畑、果樹園、竹林、植林、溜池、

小川、水田、土手、畔など、一連の環境要素が一つ

ながりになった暮らしの場である。 

 

 

 

 別表 1 から、新治地区では昭和前期には、養父が

定義した里地里山と同様の景観であったことを確認

できた。 

現在、新治地区では新治市民の森において行政・

NPO 法人・愛護会を中心とした検討会により、現地

調査や検討会を重ねて、保全管理計画を策定中であ

る。保全管理計画のゾーニング策定と目標植生決定

の基礎資料として、本結果の一部が活用された。 

丸山22)は、里山の性格を日常性、関係性、多様性、

風土性の四つの点に見てとり、里山の保全の意義を

訴えている。 

新治市民の森を中心とした新治恵みの里事業指定

予定区域が、現在の生物多様性に富んだ里地里山地

域として保全されることを期待する。 

本研究は今後、米軍撮影空中写真（写真 4）と地

形図23)（図 8）から、昭和前期の植生図の作成を検

討している。 

空中写真から現在の新治市民の森周辺は、樹林地

より灌木や草地が広がっていたと推測される。 

この昭和前期の植生図を作成して、地元住民への 

 

 

 
別表 1 新治地区在住の農家からの聞取り調査結果 

（新治市民の森保全管理計画準備講座実施委託報告書 9）より一部引用） 
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詳細な聞取り調査を行えば、戦後間もなくの新治地

区の土地利用状況の詳細が明らかになることが期待

される。 
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Kouichiroh Shimomura, Mariko Inukai(Yokohama Environmental Planning Bureau),  
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Murakami-Sugihara(Graduate School, The University of Tokyo), Hiromi Mizuo(Kannonzaki Natural History Museum) 

 
キーワード：貧酸素、河口、底質、底生生物 

 
要 旨   

富栄養化が進行している東京湾の西岸にある横浜港の鶴見川河口周辺７地点において 2009 年６、９月に水質、底質お

よび底生生物の調査を行い、底層環境の現状について検討した。水質は６月に赤潮状態だったが、鶴見川河口部では流入

河川水のためにその影響が小さかった。９月は小運河や河口で底層 DO が低く、特に入江川河口では青潮が観測された。

青潮のみられた入江川河口の底質は嫌気度が高く、COD や全硫化物 T-S も高かった。底生生物は有機汚濁指標種が９種、

ホンビノスガイなどの外来種も多く観察された。新種のウメタテケヤリムシが羽田沖以外で初めて記録された。水産用水

基準による底質評価では [汚染底質]と判定され、七都県市底質環境評価区分では［環境保全度Ⅰ］の低い評価が大半であ

った。 

 

１． はじめに 

富栄養化した東京湾では、春から秋にかけて赤潮や貧

酸素水塊が発生し、魚や貝等の水生生物の生息に影響を

及ぼしている。過去にも魚介類が大量に死んだことがあ

る１）。 
東京湾の富栄養化状態を改善するために、2003 年から

10 年計画で行う「東京湾再生のための行動計画」が東京

湾再生推進会議により策定された２）。この中では国や関

係自治体による水質改善の取り組みとして、『流入負荷

削減』、『海域環境改善』、『モニタリングを行うこと』が

決められている。 
東京湾の『モニタリング』としては、年一回夏に行う

「東京湾水質一斉調査」３）がある。これは大学や市民団

体、企業が参加し、東京湾流入河川の陸域まで含めた大

規模な調査である。定期的なものとしては毎月一回の

「東京湾海況情報」４）や、春～秋に毎週一回程度の「貧

酸素水塊速報」５）などを提供する観測網があり、千葉灯

標の海上観測局や観測船・漁船等の情報から赤潮や貧酸

素水塊などの分布状況を推測し、漁業などに活用してい

る。しかし、東京湾に直接面していない運河や淡水の流

入する河口などでは沖合とは赤潮等の挙動が異なると考

えられる。 
今回、横浜港に注ぐ鶴見川の周辺において水質・底質

等を調査したところ、いくつかの知見が得られたので報

告する。 
 

２． 調査方法 

２－１ 調査地域 

 今回の調査は、横浜港の北東で東京湾に流入する鶴 

 

図－１ 調査地点図（St.） 
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見川の河口を含む恵比寿町～扇島間で行った。調査地点

を図－1 に示す。 

入江川は鶴見川の西方にある中小河川で、St.1 はその

河口にあたる。幅約 30m の水路で、周囲は工場である。

St.２は幅約 100m の恵比寿運河である。St.３は鶴見川大

橋の南側にあたり、水深が 2m 前後と調査地点中最も浅い。

St.４は St.３の下流約 800m で、９月の調査時には浚渫船

が作業を行っていた。St.５は鶴見川河口部と大黒ふ頭の

中間点にあたり、水深は 15ｍで調査地点中最も深い。St.
６は下水処理場の近くで、岸近くは水深２ｍ程度と浅い

ものの、岸から離れるとすぐに深くなる。９月の調査時

は作業船が係留していたため、St.６の東約 30m 沖合いを

採取地点 St.６’とした。入り江の奥にはドック、浅瀬

がある。St.７は幅約 500m の京浜運河にあたり、大型船

が航行する。川崎市との境近くで、水深は 13ｍである。                   

 ２－２ 試料採取方法および調査期日 

 調査は港湾局港務艇「ひばり」にて調査地点に行き、

船上より水質・底質・底生生物用試料を採取した。表層

水はバケツを用いて採水し、底層水（海底上１m）はリ

ゴーB 号透明採水器を用いて採水した。底質および底生

生物用試料はエックマンバージ採泥器を用いて採取した。 
水質試料は DO ふらんビンおよびポリビンに分取し、

DO はただちに固定液を用いて固定した。底質試料はバ

ットで均一に混合後、硫化物用容器およびポリ容器に分

取し、クーラーボックスにて冷暗状態で保存運搬した。

底生生物用試料は，採泥器で採取した泥を網目１㎜の篩

でふるい、室内にて選別した。選別した底生生物は室内

で観察した後、10％海水ホルマリンで固定し、後に 70％
アルコール中で保存した。 
調査期日は 2009 年６月 1 日、９月３日である。６月 1

日は小潮にあたり、調査時は上げ潮、また９月３日は大

潮で、調査時は引き潮から干潮であった。       
 ２－３ 調査項目および測定方法 

 水質、底質の調査項目および測定方法を表－１に示す。

底質の試料調整は環境省の底質調査法６）に準じた。底質

の粒度組成は砂分率、泥分率に大別し、それぞれ粒径 2
～0.075mm、粒径 0.075mm以下の試料が粒径 2mm以下の

試料に占める割合とした。 
 底生生物は選別後、双眼実体顕微鏡および光学顕微鏡

を使用して種の同定7‐17）ならびに個体数の計測を行った。

分類学的情報が不足している群や虫体が破損していて分

類・同定に必要な形質が観察できない場合は属までまた

は科までの同定にとどめた。 
３．結果と考察 

３－１ 水質 

水質の調査結果の一部を表－２および図－２に示す。 
水深は St.１、３では 2、3ｍと浅く、St.２、４もやや

浅く、約４ｍであった。St.５、７では 13ｍ以上と深い。

St.６付近は岸から離れると急に深くなっている。水温は

水深の深い地点で６月に表層水と底層水の差が 3℃以上

あり、成層構造が形成されたものと考えられる。 
透明度は６月にはSt.３～７で 1.6m以下であった。９

月は透明度がSt.１、３、４では 1.5ｍ付近であった。９

月のSt.１では海面が白濁し、周囲では硫黄臭が漂ってい

た。これは青潮現象によるものと考えられた。閉鎖性海

域中長期ビジョンによると、東京湾のこの区域の透明度

目標は親水利用目標の「親水ｂ類型」（釣り、散策、眺望

に利用）にあたり、年間 75％値が 2m以上となっている18）

。６月は鶴見川より東で 2mに達しておらず、また９月

は入江川・鶴見川河口では達していない。 
Chl.aは６月のSt.５～７では、表層で 50μg/l以上であ

った。神奈川県や千葉県・東京都の赤潮判定基準（透明

度 2（1.5）m以下、Chl.a 50μg/l以上）19）から、これら

表－１ 調査項目および測定方法 
測    定   方　 法

【 水質 】

水温 防滴型温度計：カスタム CT-280WR

水深 超音波測定法

透明度 白色セッキ板

pH pH計：堀場 F-52

塩分濃度 屈折計：アタゴ S/Mill

濁度 濁度計：セントラル科学 ＴＢ50

溶存酸素　(DO) ウインクラー-アジ化ナトリウム変法（JIS K0102 ）

化学的酸素消費量 （ＣＯＤ） 100℃過マンガン酸カリウム法（JIS K0102 ）

クロロフィルa （Chl.a)
グラスフィルターろ過後N、N-ジメチルホルムアミド抽出、

分光光度計によるUNESCO法

【 底質 】

泥温 携帯型ORP計：東亜電波 RM-20P

酸化還元電位 (Eh） 携帯型ORP計：東亜電波 RM-20Pで測定後、換算

粒度組成　　<砂分率> 2mm目および0.075mm目のふるいを用いた湿式ふるい法

　　　　　　　　<泥分率> 100－砂分率（％）

強熱減量　(IL) 粒径2mm以下試料について600℃、2時間後の減量

　　　砂分のIL 粒径2-0.075mm試料について600℃、2時間後の減量

　　　泥分のIL 砂分率とIL、砂分ILから算出

COD アルカリ性過マンガン酸カリウム法(底質調査方法)

全硫化物　（T-S) 現場固定後、検知管法：ガステック　ヘドロテック-S

項   目

 

表－２ 水質の結果 

水深 水温 透明度 ｐH 塩分 濁度 DO COD Chl.a

（ｍ） （℃） （ｍ） （psu) (mg/l)（mg/l） (μg/l)

St.1 上 3.3 21.3 2.5 7.43 22.0 0.0 3.6 7.4 28.0

下 21.7 7.82 28.0 1.8 3.2 3.2 6.8

St.2 上 4.1 21.7 2.2 7.76 25.0 0.6 5.6 4.0 28.0

下 21.6 7.94 30.0 1.0 3.8 2.6 4.1

St.3 上 2.5 21.5 1.3 7.77 20.0 3.4 4.6 3.8 11.1

下 21.3 7.75 25.0 3.1 4.4 3.4 4.6

St.4 上 3.7 21.5 1.5 7.26 27.0 3.0 6.8 4.2 21.1

下 21.1 7.70 27.0 1.4 5.4 3.8 18.0

St.5 上 15.0 20.9 1.5 8.12 25.0 9.1 8.6 6.2 76.3

下 17.6 7.94 35.1 2.8 5.0 2.0 2.3

St.6 上 5.7 21.6 1.6 8.10 27.0 7.3 9.0 7.2 60.6

下 20.7 8.12 29.0 0.8 6.6 3.8 10.5

St.7 上 13.9 20.7 1.5 8.21 27.5 5.2 9.2 7.8 52.3

下 16.9 7.92 36.0 2.8 5.4 1.2 2.2

St.1 上 2.5 25.8 1.5 7.65 27.0 4.2 0.6 3.3 2.6

下 26.3 7.70 28.0 4.2 0.7 2.9 3.3

St.2 上 3.3 26.5 >3.5 7.90 26.0 1.2 4.0 2.5 6.1

下 26.7 8.05 29.5 1.2 3.1 2.1 5.7

St.3 上 1.9 25.1 1.5 7.75 21.0 2.6 2.8 4.1 2.6

下 26.0 7.91 26.0 1.9 2.2 2.3 4.0

St.4 上 3.7 25.5 1.3 7.69 20.0 7.4 3.0 2.9 3.3

下 25.8 7.85 25.0 5.2 2.2 2.3 3.3

St.5 上 15.7 25.1 2.0 8.08 24.0 2.9 5.4 3.7 11.8

下 22.8 8.15 32.5 2.5 4.1 2.1 5.6

St.6 上 15.3 25.1 3.2 8.13 27.0 1.3 5.4 2.9 6.0

下 23.9 8.25 31.0 0.8 4.8 1.7 5.2

St.7 上 12.9 24.6 3.0 8.23 28.0 0.7 6.4 3.9 13.6

下 23.0 8.22 31.0 2.0 5.2 1.9 4.6

* 上＝表層、下＝底層

 ＼  項目

   地点＼

　
６
月

　
９
月
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の地点ではほぼ赤潮状態にあったと考えられる。St.１、

２でもChl.aが約 30μg/lとやや高い。一方、St.３、４で

はChl.a の値はSt.5 等とくらべてやや低く、鶴見川の流入

水の影響が出ているものと考えられる。９月は、Chl.aは
３～14μg/lと低く、赤潮ではない。底層でのChl.aは表層

より低い。 
DOは表層よりも底層で低く、６月のSt.１、２や９月

の St.１～５では底層DOが水産用水基準値である

4.3mg/l以下で、特に９月はSt.１で１mg/l以下になるなど

貧酸素化の傾向が強い。閉鎖性海域中長期ビジョンによ

る東京湾の底層DO目標ではこの区域は無生物解消目標

（e類型）が適用され、目標値は 2mg/l以上である18）。St.1
の 9 月の底層DOはこの目標に達していない。公共用水域

水質測定計画によると、6 月 4 日の京浜運河扇町のDOは

表層 10.4 mg/l、底層 2.5mg/l、一方６月３日の鶴見川河口

先でのDOは表層 6.8mg/l、底層 5.3mg/lであった
20）。京

浜運河の底層で貧酸素化が進んでいたとみられる。９月

３日の京浜運河扇町のDOは表層 5.2 mg/l、底層 3.9mg/l、
９月 2 日の鶴見川河口先のDOは表層 4.3mg/l、底層

4.1mg/lであった。底層のDO値は今回調査と同程度であ

る。また、東京湾の多地点における底層DOデータ等から

湾内のDO分布を類推する「貧酸素水塊速報５）」でも扇

島沖の底層では９月７日に３mg/l程度と推定されており、

９月上旬には 1mg/l以下のほぼ無酸素の水塊が東京湾北

部に分布し、東京湾内湾全域で貧酸素水塊が分布してい

た。今回の底層DOの結果もこれらに連動するような傾向

がみられた。 
COD は表層では３～８mg/l に対して底層では１～４

mg/l であり、表層は底層より高い。また、９月より６月

の方が COD が高いが、６月には表層に赤潮プランクト

ンなどが多く、これらが COD の原因物質になっている

と考えられる。 
地点別で特異的なのは St.１の入江川河口で、他の地

点にくらべて DO が低く、特に９月は青潮現象が認めら

れた。 
３－２ 底質  

底質の調査結果を表－３、図－３に示す。 

酸化還元電位 Eh は－30～－220ｍV で、St.３や７をの

ぞいて嫌気度が高い傾向が認められる。 

 粒度組成はほとんどの地点で泥分の割合が多く、St.

３および６月の St.１、６を除くと泥分率は 70％以上と

なる。特に St.４、５および９月の St.７では泥分率が約

90％あり、鶴見川河口から京浜運河にかけて泥分（シル

ト・粘土）が多く堆積していると推測される。  

強熱減量ILは９月のSt.１が 16％と最も高く、St.４も

13％あり、河口で高い傾向がみられる。佐々木らの調査

でも横浜内港のILは 14％以上、鶴見川河口のSt.５付近

が 11％程度となっている
21)。また 1986 年頃の横浜港底

質調査ではSt.２、４、５付近でも調査を行っており、IL

はそれぞれ 15、13、10％であった22）。今回、恵比寿運

河のSt.２のILは 10％前後であるから、1986 年頃より低

くなっている。これに対して鶴見川河口のSt.４、５は

1986 年頃とあまり変わらない。 

粒度別の IL では、粒径 2～0.075mm の砂分 IL で地点別

の差が大きい。また、６月よりも９月の方が高い傾向が

みられる。９月の St.１では砂分 ILが 13％あり、また St.
４も 15％前後と高い。これらの地点では植物片が多くみ

られたことから、入江川や鶴見川から運ばれてきた落葉

等が細分化されていたものと考えられる。 

 有機汚濁指標である COD は９月の St.1が 75mg/gと地

点中最も高く、St.４も 55mg/g とそれについで高い。St.

７ではやや低い傾向がみられた。 

 全硫化物T-Sは９月のSt.1、６’が９mg/g、７mg/gと他

の地点に突出して高い。一方、京浜運河のSt.７ではT-S
は１mg/g前後と低い。硫化物を生成する硫酸還元細菌は

有機物に富む嫌気的環境に多い23）といわれている。９月

のSt.１はCODの値から、入江川からの有機汚濁物質が堆

COD　6月
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図－２ 水質の結果(一部) 

 

表－３ 底質の結果 

砂分率泥分率 砂分IL泥分IL
（℃）  (mV) （％） （％） （％） （％） （％） (mg/g) (mg/g)

St.1 21.2 -221 59.0 41.0 7.8 2.6 15.3 30.4 4.79

St.2 21.2 -153 26.5 73.5 9.1 3.7 11.0 34.2 2.31

St.3 21.1 -93 38.3 61.7 9.9 4.2 13.4 29.2 2.25

St.4 20.2 -150 12.7 87.3 13.3 13.1 13.3 56.5 4.14

St.5 17.5 -143 9.8 90.2 10.5 5.2 11.1 43.7 2.83

St.6 20.1 -112 45.6 54.4 6.9 3.8 9.4 24.3 1.72

St7 17.7 -12 16.1 83.9 8.6 4.2 9.5 25.3 0.97

St.1 25.6 -196 20.5 79.5 15.5 12.6 16.3 74.7 9.04

St.2 25.6 -181 12.9 87.1 11.3 7.1 12.0 43.3 4.87

St.3 25.8 -31 26.2 73.8 11.0 6.5 12.6 39.8 2.62

St.4 24.7 -91 7.4 92.6 13.4 17.3 13.1 54.6 4.85

St.5 21.5 -170 6.8 93.2 11.1 10.9 11.1 37.0 4.14

St.6’ 20.2 -207 14.9 85.1 12.4 8.0 13.1 53.5 7.33

St7 22.2 * 9.0 91.0 9.3 7.6 9.4 35.5 1.45

*:欠測

６
月

９
月

＼  項目 泥 温 T-S
粒度組成

Eh

 地点＼

I L COD
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積した箇所と考えられる。この有機物が嫌気分解される

過程で硫化水素が生成され、硫化水素の多くが硫化鉄と

して底泥中に蓄積されてSt.１で硫化物が特異的に高濃

度になったものと考えられる。 

地点別の特徴としては、入江川河口の St.１では９月に

泥分が増え、IL や COD なども６月の 2 倍近く高くなっ

ている。鶴見川の St.３～５の中では St.３がもっとも嫌

気度が低く、泥分率も低い。一方、そのすぐ下流の水深

も同様の St.４では泥分率が約 90％と高いため、微細粒

子が堆積する場所と考えられる。下水処理場近くの St.

６、６’は急傾斜の地形にあたり、水深約 15m の St.６’

では水深６m の St.６より嫌気度が高く、COD や T-S な

ども高い。京浜運河の St.7 は水深 14m 前後であるが、泥

分率が 90％近くあるものの T-S は１mg/g 台と低い。同程

度の水深である St.５では、T-S は 3～4mg/g であり、IL
などもやや高いことから、St.５は鶴見川からの流下物の

影響を受けていると考えられる。 

 ３－３ 底生生物 

底生生物の出現種、個体数を表－４に示す。出現種は

二枚貝類８種、巻貝類１種、多毛類 18 種の計 27 種であ

った。各地点で２から 21 種が出現し、個体数は３～140

とばらつきがあった。優占種はチヨノハナガイ、シズク

ガイであり、14 地点中、前種が 10 地点、後者が 11 地点

で出現していた。他に半数の７地点以上で出現が確認で

きたのは、アサリ（７地点）、ホンビノスガイ（７地点）

アラムシロガイ（９地点）、シノブハネエラスピオ（８

地点）、アシナガゴカイ（９地点）、イトゴカイ（７地

点）、ハナオカカギゴカイ（８地点）の７種である。こ

れら出現頻度の高い９種のうち、チヨノハナガイとシズ

クガイ、シノブハネエラスピオは 20 個体以上が複数回１

地点で採集され、密度が高い傾向にあるが、他の種では

10 個体以上の出現はホンビノスガイで２回（13 個体、17

個体）、アサリで２回（10 個体、11 個体）出現したのみ

で、ほとんどの出現は 10 個体以下と密度は低かった。 

今回の調査で有機汚濁指標種24、25）と考えられる種が

９種採集された。それらはシズクガイ、チヨノハナガイ、

スベスベハネエラスピオ、シノブハネエラスピオ、アシ

ナガゴカイ、イトゴカイ、ミズヒキゴカイ、ハナオカカ

ギゴカイ、ウミイサゴムシである。今回の調査でもっと

も多く出現したシズクガイは各地で有機汚濁指標種とし

ての研究例がある26）。図－３より、底質の有機汚濁指標

であるCODはSt.１(９月)、４、６’(９月)において高く、

St.６、７(共に６月)で若干低い傾向にある。図－４に示

した底質CODと有機汚濁指標種数の分布をみると、最も

値の高いSt．１(９月)で１種、次いで値が高いSt.４で５

種（６月）および７種（９月）、St.６'（９月）で８種、

CODの比較的低い６月のSt.６で５種、St.7 でも４種が出

現している。CODが高い地点で有機汚濁指標種が多い傾

向はないものの、底質CODが 24～57mg/ｇの範囲で有機

汚濁指標種が優占する底生生物群集の出現が確認された。

強熱減量ILが高く、COD、全硫化物T-Sも高いSt.１では

アシナガゴカイとイトゴカイ、アサリしか観察されず、

多様性そのものが低くなっていると考えられる。 
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今回の調査で外来種と考えられる４種（ホンビノスガイ、

ミドリイガイ、ムラサキイガイ、アシナガゴカイ）が観察

された。これらのうち、アシナガゴカイは外来種と考えら

れ15）かつ有機汚濁指標種と考えられる。ホンビノスガイは

近年、横浜港で定着が確認され27、28）、有機汚濁指標種と

考えられる28）。 

東京湾内の他の干潟や浅海の底生生物相29-32）と比較す

ると、多毛類の多様性は低くはなく、貝類の多様性は低い。

水産重要種のアサリは少なく、他方、近年市場に出回るよ

うになったホンビノスガイ（商品名シロハマグリ）は運河

の中（St.２、３、４）で優占する傾向にあった。本種の

原産地である北米東海岸での分布域は12 m以浅であるとさ

れており33）、本調査においても水深が12 mを超えるSt. ５

やSt. 7では生存個体は見つからなかった。一方でSt.1は

水深が3.3 mと浅いにも関わらず本種は見られなかった。

この要因として、他の地点にくらべて底質の全硫化物T-S

が高く、酸化還元電位Ehが低いことから、嫌気度が高かっ

たことが考えられる。 

今回の結果を鶴見川河口周辺地区の南西に位置する横

浜港みなとみらい地区での底生生物34）と比較すると、多毛

類の多様性は高く、貝類のそれについてはほぼ同様である。

みなとみらい地区では有機汚濁が進行し、それに伴い有機

汚濁指標種の増加が報告されている34）。今回調査した鶴見

川河口周辺地区では、有機汚濁がさらに進行し、青潮が観

察されたSt.１のような汚濁海域や、St.１やSt.４のよう

に植物片の流入があったり、St.５のように鶴見川の硫化

物の影響を受ける底質環境があり、底生生物の多様性がみ

なとみらい地区よりも高い可能性がある。 

今回の調査で、ウメタテケヤリムシParadialychone 

edomae、オクダケヤリムシDialychone okudai、アマクサ

ケヤリムシParadialychone cinctaの３種が原記載地（そ

れぞれ東京湾羽田沖、北海道沿岸、有明海）35）以外で初め

表－４ 底生生物の出現状況 

６月 ９月
属、種 St.1 St.2 St.3 St.4 St.5 St.6 St.7 St.1 St.2 St.3 St.4 St.5 St.6' St.7

チヨノハナガイ 1 4 7 26 24 1 4 9 14 9
シズクガイ 3 1 2 15 17 33 10 　 20 37 7 43
アサリ 1 6 3 10 　 11 6 3
ヒメシラトリ 2 1 1
ホンビノスガイ 　 9 17 7 1 　 2 9 13
ミドリイガイ 5
ムラサキイガイ 2 3
サルボウ 2 4 1 1

巻貝 アラムシロガイ 1 3 2 2 1 2 3 2 2

Eumida cf. sanguinea 3 　

シノブハネエラスピオ 2 20 31 6 7 15 20 6

スベスベハネエラスピオ 2 4 2 　

ドロオニスピオ 1 2 1 　 3 　

マダラウロコムシ 2 1

アシナガゴカイ 1 2 1 2 　 1 1 1 1 1

オウギゴカイ 1

イトゴカイ 2 4 2 2 2 1 2

ミズヒキゴカイ 3 1 　 2 6 2 2

チロリ 1 1 6 　 　 　

Glycinde wireni チャメチヨリ 4 1

ハナオカカギゴカイ 2 3 2 8 1 　 3 3 5

ウミイサゴムシ 2 15 1 1 4

Spiochaetopterus  sp. 1 2 1 2 1

ウメタテケヤリムシ 4 2

オクダケヤリムシ 　 2 　 　 1

アマクサケヤリムシ 　 　 1 　 　 　

ハネダケヤリムシEuchone  sp. 2 　 2

総出現種類数 3 10 9 10 4 19 7 2 6 8 12 9 20 6
総出現個体数 4 28 36 46 26 140 70 3 17 32 67 73 76 62

：有機汚濁指標種 ：有機汚濁指標種・外来種 ：外来種

多毛類

二枚貝
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図－４ 底質 COD と有機汚濁種数の関係 
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て記録された。ハネダケヤリムシも羽田沖以外で初記録 
である（西、未発表）。 

３－４ 水産用水基準による底質評価 

(社)日本水産資源保護協会の水産用水基準では、過酷

な夏に底生生物の生息状況に影響する底層水のDOと底

質の状態との間に相関関係があることを応用して、底質

の全硫化物T-SとCODの値について望ましい底質の基準

を設定している。昭和 58 年（1983 年）の改訂版では底

質を３段階に分けている36）。今回の調査についてあては

めた結果を図－５に示す。 
A ランクの「正常泥」はない。St.１～６は C ランクの

「汚染泥」と判定される。St.７は 6 月に B ランクの「汚

染初期泥」、9 月には「汚染泥」と判定された。St.３、６

の６月CODは汚染初期泥値にあたるが、T-Sが高いため、

「汚染泥」と判定された。St.１の 9 月は T-S が高く、「汚

染泥」としての位置が高いのが認められる。 
さらに 2000 年版の水産用水基準では、COD、IL、泥

分率、全硫化物、マクロベントス群集の多様性指数の中

から３～４項目を用いた合成指標を４種類提案しており、

指標の値が負であれば「正常な底質」、正であれば「汚染

された底質」としている37）。 
今回の調査について算出した合成指標４種の結果を

表－５に示す。合成指標では Ised-1～4 は全地点で正の値

であり、「汚染された底質」にあたる。値としては 6 月よ

りも 9 月が大きい。特に９月の St.１が９～10 と大きく、

6 月の St.６、７では 1 程度と小さい。 
今回調査した地点は魚介類や底生生物にとって厳しい

生息環境にあると考えられる。 

３－５ 七都県市底質環境評価区分による底質

評価 

東京湾に関わる自治体で構成する八都県市首脳会議環

境問題対策委員会水質改善専門部会は底生生物等による

底質の評価方法を定めている38）。 

今回の調査について、底質の強熱減量と底生生物の分

類の結果から算出した各項目の評点・評価区分を表－６

に示す。どの地点も甲殻類は出現しなかったため、その

項目は０点となっている。６月の底質環境評価区分は St.
T‐S  ―　COD
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図－５ 水産用水基準による底質の結果 

 

表－５ 水産用水基準による合成指標値の結果 

No. Ised-1 Ised-2 Ised-3 Ised-4

St.1 4.01 3.64 3.95 3.50
St.2 2.04 1.72 2.37 1.98

６ St.3 1.80 1.73 1.90 1.80
月 St.4 4.66 4.08 5.21 4.50

St.5 3.57 3.09 3.53 2.97
St.6 0.69 0.44 1.07 0.78
St.7 1.15 1.08 0.96 0.88

St.1 9.94 8.98 10.38 9.21
St.2 5.12 4.74 5.40 4.93

９ St.3 2.66 2.36 2.88 2.53
月 St.4 5.34 4.84 5.91 5.29

St.5 4.30 4.10 4.59 4.33
St.6 6.91 6.31 8.08 7.31
St.7 2.16 1.82 1.93 1.54

合成指標

  

合成指標 Ised-1＝ƒ(COD, TS, MC, H')

Ised-2＝ƒ(IL, TS, MC, H') TS:全硫化物

Ised-3＝ƒ(COD, TS, MC) MC:泥分率

Ised-4＝ƒ(IL, TS, MC) H':多様性指数  

 

表－６ 底質環境評価の項目別得点と評価区分* 

① ② ③ ④

底生生

物の総

出現種

類数

総出現

種類数

に占め

る甲殻

類比率

底質の

強熱減

量

上位三

種の優

占種に

よる評

価

評点の

合計

①+②+

③+④

環境評

価区分

評点 0-4 0-4 0-4 0-3 0-15 0-Ⅳ

St.1 1 0 2 3 6 Ⅱ

St.2 2 0 2 2 6 Ⅱ

St.3 1 0 2 2 5 Ⅰ

St.4 2 0 1 2 5 Ⅰ

St.5 1 0 1 2 4 Ⅰ

St.6 2 0 2 1 5 Ⅰ

St.7 1 0 2 1 4 Ⅰ

St.1 1 0 0 1 2 0

St.2 1 0 1 2 4 Ⅰ

St.3 1 0 1 3 5 Ⅰ

St.4 2 0 1 1 4 Ⅰ

St.5 1 0 1 1 3 Ⅰ

St.6' 3 0 1 1 5 Ⅰ

St.7 1 0 2 1 4 Ⅰ

６月

９月

 
* 環境保全度Ⅳ(14～15 点）：環境が良好で保全されている。多様        

な底生生物が生息しており、底質は砂質で、好気的である。 

* 環境保全度Ⅲ(10～13 点)：環境は概ね良好に保全されている夏

季に底層水の溶存酸素が減少するなど生息環境が一時的に

悪化する場合もみられる。 

* 環境保全度Ⅱ(6～9 点）：底質の有機汚濁が進んでおり、貧酸素                      

水域になる場合がある。底生生物は汚濁に耐える種が優占す

る。 

* 環境保全度Ⅰ(3～5 点)：一時的に無酸素水域になり、底質の多  

くは黒色のヘドロ状である。底生生物は汚濁に耐える種が中

心で種数、個体数とも少ない。 

* 環境保全度０(0～2 点）：溶存酸素はほとんどなく、生物は生息

していない。底質は黒色でヘドロ状である。 
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１および２で「環境保全度Ⅱ」（貧酸素化水域、汚濁耐性

種優占）、他の地点で「環境保全度Ⅰ」（一時的に無酸素

水域、汚濁耐性種が主、種・数が少）である。９月の St.
１、２では評価が下がったが、他の地点は６月と同一で

ある。 

「東京湾再生のための行動計画」では、市民に施策の

効果を実感してもらうアピールポイント７箇所の評価に

この環境評価法を採用している。その中で、みなとみら

い地区の目標は「Ⅱ」であり２）、これを今回の結果に適

用するならば、半分以上でいまだ達成されていない。「Ⅰ」

の評価は 2007 年の横浜港内の新港地区前面や山下公園

前39）、2008 年の帷子川河口、みなとみらいや瑞穂ふ頭周

辺33）と同一である。 

  
４． まとめ 

鶴見川河口周辺７地点で、底層環境を中心に 2009 年６、

９月に水質、底質、底生生物の調査をしたところ、以下

のような知見が得られた。 

１）水質は６月には赤潮状態だったが、流入河川水のた

めに鶴見川河口部ではその影響が小さいと思われた。９

月は小運河や河口で底層 DO が低く、特に St.1 の入江川

河口では青潮が観測された。 

２）St.1 の入江川河口の底質は嫌気度が強く、青潮の見

られた９月は COD や T-S が高かった。St.６’の下水処理

場先の底質も深部では同様の傾向がみられた。 
３）底生生物については、有機汚濁指標種が９種観察さ

れた。底質の有機汚濁が進行するのに伴い、これらの指

標種が優占するようになったと考えられる。ホンビノス

ガイなどの外来種も多く観察され、河口域での分布拡大

が懸念される。2009 年に新種記載された多毛類ケヤリム

シ科のウメタテケヤリムシ Paradialychone edomae が原

記載地の羽田沖以外で初めて記録された。 
４）水産用水基準による底質評価では、夏に著しい貧酸

素状態を引き起こす恐れのある [汚染底質]と判定され

た。 

５）七都県市底質環境評価区分では、［環境保全度Ⅰ］（一

時的に無酸素、汚濁耐性種が主、種・数が少ない）の低

い評価が過半数を占めた。 
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要旨 

横浜市沿岸２地点における観測ブイによる８月の水質連続観測データと東京湾西岸の公共用水域水質測定計画９地点

における 18 年間の毎月の下層データを用いて、潮位と水質の関係について考察した。連続観測データから、南西風が５ｍ

／ｓを超えて連吹する期間に低水温・高塩分・低溶存酸素の水塊が上下層で観測された。この理由として、強風によって

深層の貧酸素水塊が湧昇してきたことが挙げられる。また、下層では潮位変動に対応して満潮時に貧酸素水塊そして干潮

時に溶存酸素の豊富な水塊が観測される場合と、そのような現象が観測されない場合があった。この理由として、躍層を

境に上下の水塊が潮位変動に対応して移動し、また、その境に位置する水深が地点によって異なることなどが影響してい

ると考えられた。一方、水質測定計画の下層データから、水深の浅い水域では夏季に比較的高濃度の燐酸態リンを含有す

る貧酸素水塊が観測されるが、水深の深い水域では比較的清浄な外洋水の流入の影響があることが示唆された。 

 

１．はじめに 

東京湾では、夏季を中心に底層の溶存酸素濃度（ＤＯ）

が低下し貧酸素水塊が形成され１、２）、また、経年的にも

溶存酸素は低下傾向を示していることから３）、生物の生息

への悪影響が懸念される４、５）。 

貧酸素水塊は、成層の強化による上下層間の溶存酸素の

移動の低下や下層に沈降する植物プランクトン遺骸および

底質中有機物等の微生物分解による溶存酸素の消費などに

よって形成される。一方、貧酸素水塊は海流などの影響に

よって移動することなどが指摘されている６、７）。このよう

な貧酸素水塊の移動の状況を長期の連続観測によって詳細

に解析することは生物生息への影響を把握する上で重要で

あると考えられる。 

ここでは、横浜市沿岸２地点における測定局の連続水質

データを用いて、潮位変動と気象変化による貧酸素水塊の

挙動への影響を検討した。また、東京湾西岸における公共

用水域水質測定計画の毎月の下層水質データを用いて、Ｄ

Ｏの変動要因等について考察した。 

 

２．使用データ 

 2-1 測定局の連続観測データ 

観測地点：根岸沖および大黒の２地点（図１） 

期  間：1997 年８月１日～23 日 

測定間隔：１時間 

測定水深：根岸沖(上層：海面下１ｍ、下層：海面下

13ｍ）、大黒(上層：海面下１ｍ、下層：海

面下８ｍ） 

測定項目：水温（ＷＴ：℃）、塩化物イオン（ＣＬ：g

／l、以降は塩化物という）、溶存酸素（Ｄ

Ｏ：mg／l） 

なお、大黒は鶴見川河口に近接しているため、淡水の

影響を強く受けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 測定地点（水深：ｍ） 
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2-2 公共用水域水質測定計画の毎月データ８） 

期  間：1980年 4月～1998年 3月の毎月１回のデータ 

 地  点：東京湾西岸の９地点（図１） 

図中には括弧内に水深（ｍ）を示した。 

測定水深：下層（海底上１ｍの位置） 

測定項目：水温、塩分、ＤＯ、リン酸態リン（PO4-P） 

2-3 その他のデータ 

2-3-1 東京湾晴海の潮位データ９） 

2-3-2 横浜地方気象台の気象データ10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．結果と考察 

3-1 水質観測ブイによる連続水質データの解析 

3-1-1 気象・潮位と水質の経時変化の概要 

図２に８月１日から 23 日までの気象と水質の経時変

化を示した。 

まず、気象についてみると、降雨は５日と 14 日にとも

に約５ｍｍ、23 日に約 40ｍｍあり、それに伴い日照時間

は５日および 14 日から 16 日にかけて短かくなった。気

温は日照時間が短い日に日間変動幅が小さくなる傾向を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 気象と水質の経時変化(1997 年 8 月 1 日～23 日) 
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示した。風速が５ｍ／ｓを超えた日は４～５日と８～10

日の２回あった。潮汐については、当初は大潮であった

が、12 日前後を中心に小潮となり、その後再度大潮とな

った。 

次に、根岸沖の水質については、水温は上下層ともに

ほぼ同じ長周期の変動パターンを示したが、１日あるい

は半日の短周期変動は上層よりも下層のほうが変動幅は

大きい傾向がみられた。塩化物は上層に比べて下層で短

周期の変動幅がやや大きく、その傾向は特に 17 日以降で

顕著であった。ＤＯは、水温などと同様に上層に比べて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下層で短周期変動の幅が大きかった。また、下層のＤＯ

は水温とほぼ同位相の変動を、塩化物とは逆位相の変動

を示した。下層ＤＯは３mg／Lを下回ることはなかった。

なお、ＤＯ濃度によって貧酸素水塊か低酸素水塊かを定

義する場合があるが６）、ここでは貧酸素水塊に統一した。 

最後に、大黒の水質は根岸沖の水質に比べて変動幅が

大きく、また、変動幅は下層より上層のほうが大きかっ

た。これは大黒が鶴見川の河川水による影響を受けやす

い水域であることが一因になっていると考えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 気象の 24時間移動平均と水質の 25時間移動平均 
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3-1-2 気象の 24時間移動平均および潮位と水質の 25

時間移動平均 

気象と潮位の変化による水質の長周期変動への影響を

調べるため、図３に８月１日から 23 日までの気象の 24

時間移動平均と潮位と水質の 25 時間移動平均を示した。 

 水質についてみると、水温は５日と９～10 日に根岸

沖・大黒の上下層ともに低下し、同時に塩化物は上昇し

た。両期間で共通することは、風速が５ｍ／ｓを超え、

南西風が卓越していたことである。東京湾の西岸では南

偏風が強吹した時期にほぼ対応して、低温・低ＤＯ・高

塩分の底層水が観測されることから、南偏風は湧昇現象

の発生に深く関わっていることが指摘されている。11、12）

。そのため、潮位は少し上昇したと推察される。また、

両期間のＤＯが根岸沖の下層と大黒の上下層で低下した

が、これは底層の貧酸素水塊が湧昇したことを裏付ける

ものである。なお、根岸沖の上層で同じ現象が明確に認

められなかった理由のひとつとして、根岸沖の水深は大

黒のそれよりも深いため、上層まで外洋水の影響が及ば

なかったことが考えられた。 

 一方、小潮に相当する 13 日前後も根岸沖と大黒の下層

は低水温・高塩分・低ＤＯを示した。しかし、それらの

上層では、同様な傾向が見られなかった。海流などの影

響により底層水が移動してきたためと考えられるが、そ

の原因はわからなかった７）。17 日以降は、大潮となり、

また、天候の比較的安定した日が続いた。 

3-1-3 17 日～21 日における潮位と水質の時系列 

(a) 相互相関係数 

 潮位変動と水質変動との関連を詳細に調べるため、天

候の比較的安定した 17 日から 21 日までの５日間におけ

る潮位に対する水質の相互相関係数について検討した

(図４)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 根岸沖と大黒の上下層のうち、潮位と水質の変動が密

接に関連しているのは根岸沖の下層であった。根岸沖下

層では、潮位に対して塩化物は同位相、水温とＤＯは約

６時間遅れであり、いずれも相関係数は 0.5 以上を示し

た。夏季の東京湾では、中層部に 10ｍ前後の貧酸素水塊

が認められることから７）、その水塊が潮位変動に対応し

て移動を繰り返していることなどが考えられた12、13）。 

大黒の下層については、塩化物は潮位と同位相である

が、相関係数は小さく、また、水温とＤＯは４、５時間

遅れで相関係数も小さかった。 

このように、下層における潮位変動と水質変動の関係

は根岸沖と大黒とで異なった。東京湾内における低酸素

水塊の動きは、水塊独自による部分（水塊の消長）と海

域全体の動きによる部分（海流）とが複合した形での経

時変化とみられると指摘されている７）。また、夏季の東

京湾では、湾外からの外洋水の流入に伴い、底層の貧酸

素水塊が中層に上昇し、その後の外洋水の流出に伴って、

再び底層に戻る過程が観測されている６）。さらに、夏季

にＤＯが水温・塩分躍層を境に減少することがしばしば

観測されるが、躍層以深でＤＯが低くなる理由は易分解

性有機物が生分解を受けながら沈降して酸素が消費され

るためと考えられている14）。したがって、根岸沖と大黒

の夏季の下層における潮位変動と水質変動の関係の違い

は両地点における水深や地形および底質の汚染状況等が

異なるためと推察された。 

(ｂ) 塩化物に対する水温とＤＯの関係 

 潮位変動は水質変動に影響を及ぼし、塩化物の変動と

よく対応してことから、17 日から 21 日までの５日間に

おける塩化物と水温およびＤＯの関係について検討した

（図５）。 

 根岸沖と大黒の上層における塩化物と水温およびＤＯ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｂ）　根岸沖下層
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図４ 潮位に対する水質の相互相関係数 
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の相関係数は絶対値として 0.4 以下で小さかった。一方、

下層における塩化物と水温の相関係数は根岸沖で－0.95、

大黒で-0.74 であり、ともに負の高い相関を示した。し

かし、下層における塩化物とＤＯの相関係数は根岸沖で

－0.53 であるのに対して、大黒では－0.28 と小さかった。

この違いは、先述したように両地点における水深や地形

等が影響しているためと考えられた。 

 このように、地点による潮位変動に伴う貧酸素水塊の

影響程度の違いは、塩化物に対する水質の関係を調べる

ことによって予測できると考えられた。 

3-2 公共用水域水質測定計画の水質データの解析 

 水質測定計画地点(図１)の水質データを用いて

3-1-3(b)と同様の解析を行った。ただし、水質測定計画

では塩化物を測定していないので、その代わりに塩分を

用いた。 

図６(a)、(b)および(c)に月別の塩分と水温、ＤＯおよび

PO4-Pの相関係数を示した。ただし、解析対象地点は河口

域のSt.１を除く８地点とし、水深が 25ｍ以下の地点（左

図：St.２、５、６、８）と 25ｍ以上の地点（右図：St.

３、４、７、９）に分けた。月別に区分したのは、成層

構造の発達程度や潮位変動の強弱が季節ごと（月別）に

異なり、その違いが相関係数に反映されると考えたから

である。また、PO4-Pを加えた理由は、成層構造の発達に

ともない底質からPO4-Pが溶出してくるので６、１５）、潮

位変動によって水温やＤＯと同様な挙動を示すと推察さ

れたからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-2-1 水温との相関係数 

まず、水深が 25ｍ以下についてみると（図６(a-1)）、

St.２とSt.５における塩分と水温の相関係数は夏季に－

0.5 前後の負値、冬季に小さな正値をとる傾向を示した。

この夏季の負値は自動観測ブイの結果と一致したことか

ら、この２地点は、低水温・高塩分・低ＤＯの水塊の影

響を受けやすいと考えられた。一方、冬季に相関係数が

正値を示したのは、夏季とは逆に上層水温よりも外洋水

由来の下層水温ほうが高いためと考えられた２）。 

 St.６と St.８については、塩分と水温の相関係数はほ

ぼ年間を通して負値を示した。この原因はわからないが、

潮位変動による水温への影響が前２地点とは異なること

を示唆している。 

 次に、水深が 25ｍ以上の地点では（図６(a-2)）、St.

７と St.９における塩分と水温の相関係数は、St.２と St.

５の場合と同様に、夏季に負値、冬季に正値をとる傾向

を示した。St.３も８、９月を除けば、同様の傾向を示し

た。しかし、St.４はそれら３地点とは異なり、一定の傾

向を示さなかった。St.９、St.７、St.３は湾口から続い

ている海底渓谷の線上にあるが、St.４はそれから少し外

れて沿岸に近い（図１）。したがって、地形や潮位変動に

伴う海水の流れの違いなどが影響して St.４は他の３地

点とは異なる結果になったと推察された。 

3-2-2 ＤＯとの相関係数 

 水深の浅い地点の塩分とＤＯの相関係数（図６(b-1)）

は、水温の場合とほぼ同様に、St.２と St.５は夏季に－ 

図５ 塩化物と水温およびＤＯの関係 
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0.5 以下の負値を示すが、St.６と St.８はそのような傾

向はみられなかった。したがって、前２地点は夏季に低

水温・低ＤＯ・高塩分の水塊による影響を受けやすい水

域であるが、後２地点はそのような水塊の影響を受けに

くい水域であると推察された。 

一方、水深の深い地点の塩分とＤＯの相関係数（図６

(b-2)）は夏季に 0.5 前後の正値を示した。その傾向は、

特に沖合域の３地点（St.３、St.７、St.９）で顕著であ

った。これら３地点では夏季に高ＤＯの外洋水が流入し

ているためと考えられた２）。 

3-2-3 PO4－Pとの相関係数 

 水深の浅い地点では（図６(ｃ-1)）、塩分とPO4-Pの相

関係数は夏季に 0.5 前後の正値を示した。成層構造の発

達した夏季に底質などから溶出したPO4-Pが高塩分の底

層水に多く含まれているためと考えられた１５）。なお、

St.６とSt.８では、先述したように塩分とＤＯの相関係

数は明確に負値を示さないが、塩分とPO4-Pの相関係数は

0.3 前後の正値を示した。この理由として、プランクト

ン遺骸等が沈降して躍層以下の深度に到達すれば、その

分解過程で充分に酸素を消費しなくてもPO4-Pはある程

度生成されているためと考えられた。 

一方、水深の深い地点では（図６(ｃ-2)）、浅い地点の

ような傾向は認められなかった。前項で述べたように、

これらの地点では比較的清浄な外洋水が流入しているこ

とが示唆される。 

このように、夏季には躍層以深の貧酸素水塊と比

較的清浄な外洋水が深度や地形の違いなどに対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

して水域毎にまた時期により異なる影響を与えて

いると考えられた。 

 

４．まとめ 

 東京湾西岸域における８月の上下層の連続観測デー

タと公共用水域水質測定計画の 18 年間の毎月の下層デ

ータを用いて、潮位と水質との関係を解析した。 

 連続観測の水質データから、 

1) 南西風が５ｍ／ｓを超えて連吹すると、根岸沖と大

黒では低水温・高塩分・低ＤＯの底層水が上下層で観測

された。ただし、風による影響の無い時でも、両地点の

下層で底層水が観測される場合があった。 

2) 根岸沖の下層では潮位変動に対応して低水温・高塩

分・低ＤＯの水塊の移動が繰り返されていたが、そのよ

うな現象は大黒では明確にみられなかった。この理由と

して、水深や地形等の違いが影響していると考えられた。 

3) 根岸沖の下層における潮位と水質の相互相関係数か

ら、潮位と塩化物は同位相、潮位と水温およびＤＯはと

もに逆位相で変動することが明らかとなった。 

 一方、水質測定計画の下層水質データから、 

4) 塩分と水質の月別相関係数を調べた結果、水深の浅

い地点では夏季における塩分と水温およびＤＯの相関係

数は負値、PO4-P の相関係数は正値を示した。これは、

成層構造の発達した夏季に躍層より下に存在する低水

温・高塩分・低ＤＯ・高 PO4-P の水塊が流入しているこ

とを示唆している。 

5) 水深の深いほとんどの地点で、夏季に塩分と水温の

図６ 測定計画地点の下層における塩分と水温、ＤＯ、および PO4-P の月別相関係数 
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相関係数は負値を示したが、ＤＯの相関係数は正値、

PO4-P の相関係数はほぼゼロであった。それらの水域で

は、比較的清浄な外洋水が流入していると考えられた。 
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要旨 

５種類の農薬（Diuron、Daimuron、Isouron、Fenobucarb、Tebuthiuron）を対象に鶴見川縦断調査と海域調査を実施し

た。鶴見川縦断調査では、平均濃度は 2.2～86.1ng／l の範囲にあり、Diuron と Daimuron の２農薬は濃度・検出率ともに

高かった。Diuron、Isouron および Tebuthiuron は上流から河口に向かって濃度が上昇するが、水田用途の Daimuron は逆

に河口よりも上流や中流で高い濃度を示した。Diuron は河川水中での分解が遅く、また、畑用などの農薬用途以外に船底

塗料としても使用されているため、海域でも濃度が低下しないと考えられた。一方、海域調査では、５種の農薬のうち、

Diuron と Isouronと Daimuron は高い頻度で検出され、そのうち Diuron が最大 207μg／l の濃度を検出した。出現した植

物プランクトンの優先種は Skeletonema costatum など珪藻６種、Gymnodinium spp.など渦鞭毛藻３種およびラフィド藻２種

であったが、５種類の農薬による植物プランクトンの増殖への影響はみられなかった。 

 

１．はじめに 

前報１）では、ＬＣ／ＭＳによる分析対象農薬について

環境調査を実施した結果、約 40 種類の農薬が検出され、

そのなかでも尿素系除草剤が海域でも比較的高頻度、高

濃度で検出された。 

これら除草剤は海域における植物プランクトンの増殖

を抑制させる性質をもつと予想されることから、除草剤

による赤潮の発生抑制を調べておくことは重要と考えら

れる。 
そこで、まず、農薬の環境中での挙動を調べるため河

川の縦断調査を実施した。次に、海域調査を実施し、そ

れら農薬による赤潮の発生抑制の可能性について検討

した。 
 

２．調査方法 

2-1 農薬の分析方法等 

 調査対象農薬は、Tebuthiuron、Isouron、Diuron、

Fenobucarb、Daimuronの５種類である。このうち、

Fenobucarbは殺虫剤で、他の４種はいずれも尿素系除草

剤である。農薬の分析方法は既報２）に従った。 

2-2 調査地点と調査時期 

 河川調査（鶴見川縦断調査）地点は鶴見川 11 地点（地

点番号：R-1～R-11）、海域調査地点は横浜市沿岸４地点

（地点番号：S-1～S-4）である（図１）。表１には調査地

点の地点番号と地点名を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 調査地点 
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表１ 調査地点名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鶴見川縦断調査は 2009 年５月から６月にかけて実施し、

また、海域調査は５月から 11 月までの間に計９回実施し

た。 

 なお、海域調査では、植物プランクトンの同定と細胞

数の計測もあわせて実施した。 

 

３．結果及び考察 

3-1 鶴見川縦断調査 

 3-1-1 鶴見川縦断調査結果の概要 

表２に鶴見川縦断調査における農薬濃度と検出率を示

した。 

平均濃度は 2.2～86.1ng／l の範囲にあり、比較的低濃

度であった。濃度は高い順に Diuron が最も高い濃度を示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

し、次いで、Daimuron、Isouron、Fenobucarb、Tebuthiuron

の順であった。最大濃度と最小濃度も同順であり、上位

２農薬の最大濃度は３桁と他の農薬よりも２桁高い値を

示した。検出率はいずれも 80％以上を示し、Diuron、

Daimuron、Isouron の３農薬は 100％検出された。このよ

うに Diuron と Daimuron の２農薬は濃度・検出率ともに

高かった。 

3-1-2 鶴見川縦断調査結果の特徴 

河口位置からの距離と農薬濃度の関係について調べる

ため、図２に鶴見川縦断調査結果を示した。 

上流から河口に向かって濃度が上昇する農薬は

Diuron、Isouron および Tebuthiuron であったが、

Daimuron と Fenobucarb は河口よりも上流や中流のほう

で高い濃度を示した。この違いは使用形態や水溶解度等

の物性などが異なるためと考えられた。なかでも、

Daimuron は上流の R-1 と R-2 とで大きく異なった。この

理由として、R-2 に比べて R-1 の周辺のほうが田畑が多

く、Daimuron の用途は主として水田用であることなどが

挙げられる。塩分についてみると、R-1 から R-5 までは

ほとんど０であるが、R-6 以降は河口に向かって高くな

り、R-11 で約 25 と最も高かった。 

Tebuthiuron、IsouronおよびDiuronについて、塩分の

急激な上昇がみられる河口のR-10 とR-11 の変化をみる

と、TebuthiuronとIsouronは低下するが、Diuronはやや

上昇した。これは、前報でも述べたように、Diuronは畑

用などの農薬用途以外に船底塗料としても使用されてい

ること３）、また、河川水中では分解が進みにくいこと４）

などのため、海域でも濃度が低下しないと考えられた３）

。 

3-2 海域調査 

 3-2-1 海域調査結果の概要 

表３に海域調査における農薬濃度と検出率、表４に各

調査日毎の植物プランクトンの優先種とその細胞数を示

した。なお、植物プランクトンは細胞数の合計が 500×

106／ｍ3を超えた優先種を記載した。 

 農薬濃度の平均値はDiuronが最も高く59ng／lを示し

たのに対し、他の４種の農薬は 10ng／l 以下であった。

また、Diuron の最大値は鶴見川縦断調査結果のそれより 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 鶴見川縦断調査の結果 

 

表３ 海域調査における農薬の平均値と検出率 
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も約 60ng／l 高かった。検出率については、Diuron が

100％、Isouron が 89％、Daimuron が 78％の順であった。

これら３農薬は鶴見川縦断調査ではいずれも 100％の検

出率であったが、海域調査における検出率は Diuron が

100％、Isouron が 89％、Daimuron が 78％となった。 

なお、今回調査の５農薬は環境基準項目ではないが、

このうち Fenobucarb は要監視項目である。その目標値は

30μg／l であり、鶴見川縦断調査と海域調査ともにそれ

を超過することはなかった。 

表４から、植物プランクトンの優先種は珪藻６種、渦

鞭毛藻３種およびラフィド藻２種であった。細胞数の合

計が最も多い種は Skeletonema costatum であり、次いで

Pseudo-nitzschia spp.、Ceratauina spp.の順であり、これら

３種はいずれも珪藻であった。Skeletonema costatum は９

回の調査日のうち３回（5/11、6/22、9/7）で優先種とな

った。また、渦鞭毛藻では、細胞数の合計が多かったの

はGymnodinium spp.、prorocentrum triestinum、prorocentrum 
minimum であり、そのうち Gymnodinium spp.は 5/25 に、

prorocentrum triestinum は 6/8 に優先種となった。ラフィ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ド藻は各調査日とも優先種とはならなかった。 
この調査結果で特徴的なことは、優先種が珪藻である

日はほとんどの場合に渦鞭毛藻の細胞数が少なく、逆に、

優先種が渦鞭毛藻である日はほとんどの場合に珪藻の細

胞数が少ないことである。すなわち、両種が同時に優先

種になる日はほとんどなかった。 
 3-2-2 クロロフィルａ（Chl-ａ）と農薬との関係 

農薬による赤潮発生への影響を調べるため、表５に

Chl-a 等と農薬の相関係数を示した。 

表５によると、農薬と塩分の相関係数は、水田用農薬

の Daimuron を除いて、-0.5 以下の比較的大きな負の相

関係数を示した。これら４種の農薬は河川に由来する傾

向が大きいと推察された。しかし、Chl-ａと農薬の相関

係数はいずれも 0～0.4 の範囲の比較的小さな正の値を

示した。農薬が植物プランクの発生抑制に寄与している

ならば、それらの相関係数は負値を示すはずだが、そう

はならかった。 

3-2-3 各地点における農薬と Chl-a の経時変化 

全地点のデータを用いた場合は、農薬による赤潮の発

生抑制への影響がみられなかったので、地点別に Chl-a

と農薬の経時変化を調べた（図３）。 

まず、S-1 についてみると、Chl-ａが 50μg／l 以上の

比較的高濃度を示した日は、６月８日、7 月６日および

９月７日であった。この三日間の共通点として、Isouron

と Fenobucarb が他の日に比べて低濃度であることであ

った。また、Isouron が高濃度を示す５月 11 日と６月 22

日の Chl-ａは低い濃度であった。しかし、５月 25 日や

８月４日などにおける Isouronは低濃度でかつ Chl-ａも 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３ 海域調査における農薬の平均値と検出率 

 

 

表５ 海域調査における各項目間の相関係数 

表４ 各調査日の植物プランクトン優先種とその細胞数 
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低濃度であった。このように Chl-ａと農薬の関係は調査

日ごとに異なった。 

農薬に対する影響程度は植物プランクトンの種類毎に

異なると予想されることから、各調査日における植物プ

ランクトン種と農薬との関係について検討した。Chl-ａ

が高濃度を示した６月８日、7 月６日および９月７日に

お け る 植 物 プ ラ ン ク ト ン の 優 先 種 は そ れ ぞ れ

prorocentrum triestinum（渦鞭毛藻）、Pseudo-nitzschia spp.
（珪藻）、Skeletonema costatum（珪藻)であり、調査日毎

に異なった。また、Isouron が高濃度で Chl-ａが低濃度

を示した５月 11 日と６月 22 日における優先種はともに

Skeletonema costatum（珪藻)であった。したがって、農薬

の多寡が各植物プランクトンの増殖に影響を与えている

という関係はみられかった。 

他地点についても同様に検討したが、農薬による植物

プランクトンの増殖への影響は認められなかった。 

このような結果になったのは、これらの農薬が植物プ

ランクトンの増殖を抑制する能力が弱いこと、あるいは、

農薬濃度がこれら植物プランクトンの増殖に影響する閾

値を下回っていることなどが考えられた。 

 

４．まとめ 

５種類の農薬を対象に鶴見川縦断調査と海域調査を実

施し、農薬の環境中での動態と植物プランクトンの成長

抑制効果について基礎的な検討を行った。 

 まず、鶴見川縦断調査結果から、 

1) 平均濃度は 2.2～86.1ng／l の範囲にあり、Diuron

と Daimuron の２農薬は濃度・検出率ともに高かった。 

2) Diuron、Isouron および Tebuthiuron は上流から河

口に向かって濃度が上昇するが、水田用途の Daimuron

は逆に河口よりも上流や中流のほうで高い濃度を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3) Diuron は畑用などの農薬用途以外に船底塗料とし

ても使用され、また、河川水中で分解が進みにくいため、

海域でも濃度が低下しないと考えられた。 

 次に、海域調査結果から、 

4) 対象農薬５種のうち、Diuron と Isouron と Daimuron

は高い頻度で検出され、そのうち Diuron が最大 207μg

／l 検出された。 

5) 出現した植物プランクトンの優先種は珪藻６種、渦

鞭毛藻３種およびラフィド藻２種であった。細胞数の多

い種は Skeletonema costatum、次いで Pseudo-nitzschia spp.、
Ceratauina spp.の順であり、これら３種はいずれも珪藻

であった。 

6) ５種類の農薬による植物プランクトンの増殖への影

響はみられなかった。 

 

文献 

1) 二宮勝幸、犬飼まり子、小市佳延、下村光一郎：市

内河川・海域における LC/MS 測定対象農薬の環境調査、

横浜市環境科学研究所報、34、61-64(2010). 

2) 二宮勝幸：ＬＣ／ＭＳを用いた農薬の多成分同時分

析法、横浜市環境科学研究所報、33、86-90(2009). 

3) 常政典貴、中冨光信、山岡雄一郎、宮野高光、花尾

香奈恵、片岡真喜夫、橋本和久、上野博昭、今村光徳、

久保田昭利、岡村秀雄：広島湾北部における有機スズ代

替船底防汚剤による海域汚染状況について、広島市衛生

研究所年報、24、64-67(2005). 

4) 佐久川弘、田原康作、青木一兼、荒井直朋、中谷暢 

丈、竹田一彦：広島県河川水中における除草剤ジウロン

の濃度、分解速度、半減期、分解産物に関する研究、地

球化学、44、1-15(2010). 

 

図３ 各地点における農薬と Chl-a の経時変化 
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要旨 

東京湾西岸９地点における 20 年間の公共用水域水質測定結果の水温データおよび横浜地方気象台の気温データに、ダ

ミー変数を用いた重回帰分析を適用してトレンドを推定し、その推定値等から季節のずれを試算した。季節のずれ日数⊿d
（日）の算出式として、20 年間の上昇温度を⊿T（℃）、季節変化の傾き S（℃／日）とすると、⊿d＝30.4×⊿T／S が導

出された。水温のトレンドは上層で 0.051℃／年～0.104℃／年、下層で 0.057℃／年～0.098℃／年の範囲であった。ずれ

日数は上層で半月程度、下層で２０日程度であり、それぞれ春は早まり秋は遅くなった。また、上下層ともに春季のほう

が秋季よりも長かった。夏季と冬季については、20 年間の上昇温度は夏季・冬季ともに上層に比べて下層が高く、また、

上下層ともに夏季に比べて冬季が高かった。気温については、ずれ日数は春季で 10 日、秋季で５日であった。水温の上昇

は、赤潮の発生時期および貧酸素水塊の形成時期を早め、年間を通してそれらの期間が長くなっていること、下層のＤＯ

の消費を促進させ、経年的なＤＯ低下量の５割程度を占めることが示唆された。また、水温の上昇は、ノリの生長を遅ら

せ、熱帯原産のミドリイガイや死滅回遊魚等の越冬の可能性を高めていると考えられた。                             

 

１．はじめに 

前報では、毎月の水温データのトレンドをより正確に

求める統計手法として、ダミー変数を用いた重回帰が有

用であること、また、東京湾の上層水温は上昇傾向にあ

ることなどを明らかにした１）。 

一方、温暖化等による気温の上昇は桜の開花の早まりや

カエデの紅葉の遅れなど季節のずれを生じさせる２、３、４)。

季節のずれ日数は温暖化の影響を評価する上でわかりやす

い指標であるが、温度データのみから求めることができれ

ば様々な分野で活用できる。そのため、季節のずれ日数を

ダミー変数を用いた重回帰を適用して得られたトレンド等

から算出する方法を考えた。 

ここでは、東京湾西岸海域における公共用水域水質測定

計画の毎月の水温データに重回帰分析を適用して水温の

トレンドを推定した。また、季節毎の水温データに重回

帰分析を適用して季節のずれ日数を試算するとともに、

水温の上昇が水質や生物に及ぼす影響について考察した。 

 

２．方法 

2-1 使用データ 

 次の東京湾の公共用水域水質測定結果５）の水温、クロロ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       図１ 測定地点（水深：ｍ） 
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フィルａ（Ｃｈｌ-a）および溶存酸素濃度（ＤＯ）用いた。 

期  間：1985年 4月～2005年 3月の毎月上旬のデータ 

 地  点：横浜市西岸域９地点（図１） 

図中には括弧内に水深を示した。 

測定水深：上層（海面下 0.5ｍの位置） 

     下層（海底上１ｍの位置） 

なお、参考資料として、横浜地方気象台の気温（該当月

の上旬を中心としてその前後の旬を含めた気温の平均値）
６）を用いた。 

2-2 トレンドの推定方法 

前報で示したダミー変数を用いた重回帰分析による方

法を用いた１）。 

具体的には、公共用水域水質測定結果の水温データをト

レンド成分、季節成分および採水日時の変化にともなう

変動成分などの基本成分に分解して、それら基本成分に

適切なダミー変数を含む説明変数を選択した。それに重

回帰分析を適用してトレンドを推定し、赤池の情報量基

準（AIC）７）により最適なModelを求めた。 

2—3 季節のずれ日数の算出方法 

2-3-1 季節のずれ日数⊿d（日）の計算式 

図２は、初年度（1985 年度）の水温の季節変化と、20

年経過し水温が⊿T℃上昇したと仮定し、その上昇温度

を強調した場合の最終年度（2004 年度）の水温の季節変

化を表した模式図である。 

 水温の上昇期間に当たる春季についてみると、水温が

⊿T℃上昇した最終年度の温度は初年度の⊿m 月ずれた

時点の温度に相当するので、季節変化の傾き S（℃／月）

は次式のように定義できる。 

 

m
TS

∆
∆

=                  (1) 

一方、ひと月の平均日数は 365 日／12 か月＝30.4 であ

るから、次式が得られる。 

S
Td ∆

×=∆ 4.30              (2) 

  図２において、春季の⊿m の矢印は左向きすなわち春

が早まり、秋季では逆（右）向きすなわち秋が遅くなる

ことを示している。 

 なお、図２から推察されるように、季節のずれは春季

と秋季について生じるものであり、夏季と冬季については

当てはまらない。夏季と冬季については、20年間の上昇温 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 水温の季節変化の推移 

度を比較・検討することとした。 

2-3-2 季節変化の特徴と各季節の期間の設定 

(2)式を使って、季節のずれ日数を算出するためには、

季節変化の傾きと 20 年間の上昇温度（以降、断りがない

限り「上昇温度」という）の２つのパラメータを求める

必要がある。そのため、春季と秋季のそれぞれについて

季節変化の傾きがほぼ同じ値を取る期間を選択し、その

平均値を求めることとした。また、上昇温度については、

季節変化の傾きがほぼ同じ期間は上昇温度もほぼ同じと

仮定して、上昇温度の平均値を求めた。 

(a) 季節変化の特徴 

春季と秋季の季節変化の傾きがほぼ同じ期間を選択す

るため、まず、各地点における季節変化の特徴について

検討した。図３(a)および(b)に各地点の上層および下層

における 20 年間の平均値を用いた季節変化を示した。 

 上層は、どの地点もほぼ同様な季節変化を示し、８～

９月に最も高く２～３月に最も低かった。一方、季節変

化の傾きの絶対値は春季と秋季では少し異なっていた。 

下層は、水温の変動幅が上層の場合よりも小さく、ま

た、地点により季節変化のパターンは異なっておりほぼ

２群に大別できた。第１群は St.１、St.２、St.５、St.

６および St.８の５地点であり、第２群は St.３、St.４、

St.７および St.９の４地点である。第１群の最高水温は

９月にあり、上層の最高水温よりも約１か月遅れていた。

第２群の最高水温および最低水温は第１群のそれらより 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３(a) 上層水温の季節変化（20 年間平均値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図３(b) 下層水温の季節変化（20 年間平均値） 
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もさらに遅れる傾向がみられた。図１によると、水深は

第１群では 25ｍ以下、第２群では 25ｍ以上である。した

がって、季節変化のパターンが２群で異なる理由の一つ

として、水深の深い地点ほど塩分濃度は高く、外洋水の

影響を受けやすいことが考えられた８）。 

(b) 各季節の期間の設定 

図３から、各季節の期間については、春季は「３月～

６月」（以降、春期という。）、秋季は「10 月～１月」（以

降、秋期という。）のいずれも４か月間とした。秋期を「10

月～１月」としたのは、図２から上層や下層の浅い地点

では９月から水温は低下するが、下層の水深の深い地点

では 10 月から低下するため、水深の深い地点に合わせた

ためである。 

夏季と冬季の期間については、図３から、それぞれ最高

温度、最低温度を示す「８月～９月」（以降、夏期という。）、

「２月～３月」（以降、冬期という。）のいずれも２か月

とした。 

 

３．結果と考察 

3-1 毎月データによる水温のトレンド 

図４に毎月データに重回帰を適用して推定されたトレ

ンドを示した。 

上層のトレンドは 0.051～0.104℃／年の範囲にあっ

た。図１と対比してみると、河口域のSt.1 を除き、トレ

ンドは湾奥部のほうが湾口部に比べて高く、また、沿岸

域に比べて沖合域で高い傾向を示した。他の報告によれ

ば、日本近海域における水温のトレンドは、0.01～0.1℃

／年程度の範囲にある９、１０、１１）。東京湾西岸域のトレ

ンドもほぼその範囲にあった。 

下層のトレンドは 0.057～0.098℃／年の範囲にあり、

上層のそれとほぼ同じ値と分布傾向を示した。この理由

として、比較的水深の浅い地点は上層水の影響を受け、

深い地点は外洋水の影響を受けたことなどが考えられた
１２）。 

20 年間の上昇温度としては、上層で 1.03～2.08℃、下

層で 1.13～1.96℃であった。上下層とも、この 20 年間

に約１～２℃上昇したといえる。 

一方、横浜地方気象台の気温のトレンドは 0.050℃／

年となり、水温のトレンドよりも低い傾向を示した。 

3-2 春期と秋期における季節のずれ日数 

図５(a)および(b)に春季と秋季における季節のずれ日

数を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 毎月データによる水温のトレンド 

3-2-1 春期 

 上層のずれ日数は８日から 19 日の範囲にあった。ずれ

日数は湾奥部のほうが湾口部よりも長く、また、沖合域

のほうが沿岸域よりもやや長い傾向を示した。東京湾に

おける季節別の水温分布８）と同様な分布であった。 

下層のずれ日数は 14 日から 37 日の範囲にあり、最も

長い地点は St.９、次いで St.７、St.３、St.４の順であ

った。これら４地点の水深は 25ｍ以上あり（図１）、ず

れ日数は水深の深い順に対応していた。この理由につい

ては後述する。 

3-2-2 秋期 

上層のずれ日数は８日から 16 日の範囲にあり、湾口部

方面では沿岸域よりも沖合域のほうがやや長かった。 

下層のずれ日数は 12 日から 22 日の範囲にあり、全地

点で上層のそれよりも長かった。一方、ずれ日数は春期

の下層の場合に比べて短く、その傾向は水深の深い沖合

域で顕著であった。 

3-2-3 ずれ日数の影響因子 

２つのパラメータ（季節変化の傾き S と上昇温度⊿T）
がずれ日数⊿d に与える影響を調べるため、全地点にお

ける上下層の水温の平均値および気温を用いて検討した

（表１）。 

まず、季節別にずれ日数をみると、春期のずれ日数は、

上層で 16 日、下層で 21 日であり、下層が上層よりも５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５(a) 春期におけるずれ日数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５(b) 秋期におけるずれ日数 

 

表１ 春期と秋期におけるずれ日数と影響因子 
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日長かった。秋期のずれ日数も下層が上層よりも５日長

かった。ずれ日数に大きな影響を及ぼす因子は、春期は

季節変化の傾き S、秋期は上昇温度⊿T であった。春期

は、図３から季節変化の傾き S が大きい順に、上層、水

深の浅い下層、水深の深い下層となっていることが影響

していると考えられた。 

次に、上下層別にみると、上下層とも、ずれ日数は春

期のほうが秋期よりも４日長かった。ずれ日数に大きな

影響を及ぼす因子は、上層は上昇温度⊿T であり、下層

は季節変化の傾き S であった。 

このように季節別および上下層別でずれ日数に違いを

生じさせる因子は異なった。この理由として、春期は成

層構造の形成期であるのに対して、秋期は上下層が混合

する循環期間であることが影響していると考えられた。 

最後に、気温についてみると、ずれ日数は春期で 10

日、秋期で５日であり、上下層の場合と同様に春期のほ

うが秋期よりも長かった。しかし、気温のずれ日数は上

層のそれと比べて春期と秋期にそれぞれ６日、７日短か

った。気温と水温の測定頻度の違いが影響していること

も考えられるので、今後検討していく必要がある。 

3-3 夏期と冬期における水温と気温 

表２に、上下層水温の全地点平均値および気温を用い

て、夏期と冬期における初年度と最終年度の温度よび上

昇温度を示した。なお、夏期と冬期における温度は、そ

れぞれ年間の最高温度と最低温度である。 

上下層水温と気温の最終年度の温度を比較すると、夏

期の最高気温は高い順に気温、上層水温、下層水温であ

り、冬期の最低水温は低い順に気温、上層水温、下層水

温であった。すなわち、この順で年間の温度変動幅は大

きく、特に冬における下層水温は気温よりも５℃以上高

かった。 

一方、夏期における上昇温度は上層で 1.07℃、下層で

1.35℃であり、冬期では上層で 1.26℃、下層で 1.40℃で

あった。上昇温度は上下層ともに冬期のほうが夏期より

も高く、また、夏期・冬期ともに下層のほうが上層より

も高い傾向を示した。近年、日本の内湾では外洋水の影

響が増してきていることが指摘されている１３、１４、１５）。

したがって、東京湾西岸域でも同様に水温のトレンドが

上層よりも下層で高まってきており、注意して監視して

いく必要があると考えられた。 

 

表２ 季節別の初年度と最終年度の温度および上昇温度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-4 水温上昇による水質・生物への影響 

3-4-1 水質への影響 

(a) 赤潮の発生時期 

赤潮の発生因子のなかでも、水温の影響は大きく１６）、

クロロフィルａ（Chl-a）が 500mg／m3以上の値を示す特異

的な赤潮の発生時期は６月に集中する１７）。 

図６に上層におけるChl-aの 20 年間の平均値の季節変

化を示した。図３(a)と対比してみると、Chl-aの最大値は

水温が約 20℃を示す６月であった。したがって、水温が約

20℃に達する時期に赤潮が最も発生し易くなると推察され

た８）。 

表 1 から、特異的な赤潮の発生時期は半月ほど早まり６

月から５月に移っている可能性が高い。しかし、今回使用

したデータは毎月１回のものであることから、それを捉え

きれているとは言えない。また、水温の高い時期はＣｈｌ-

ａも高いことから（図３(a)と図６）、年間を通してみると

Ｃｈｌ-ａの高い期間が長くなっていると推察された。ただ

し、赤潮の発生と密接に関連する栄養塩濃度は以前に比べ

て低下してきていることから、その推移の状況を考慮して

検証する必要がある。 

(b) 貧酸素水塊の形成 

図７に下層におけるＤＯの 20 年間の平均値の季節変

化を示した。 

ＤＯは３月から８月頃までほぼ一定の割合で低下して

いる。図３(b)と対比してみると、下層ＤＯは春期に水温 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 上層 Chl-a の季節変化（20 年間平均値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 下層 DO の季節変化（20 年間平均値） 
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の上昇とともに低下し、秋期には水温の低下とともに上

昇した。下層におけるずれ日数（表 1）によると、水温

の上昇は春期に貧酸素水塊の形成を平均して 21 日程度

早め、秋期に貧酸素水塊の崩壊を平均して 17 日程度遅く

させると推察されることから、年間を通してみると、貧

酸素水塊が形成される期間が１か月以上長くなっている

ことが示唆された。なお、水温は成層構造の発達と崩壊

および嫌気性微生物の活性に寄与しており、下層ＤＯを

変動させる要因である。また、下層におけるＤＯの消費

には、水温だけでなく上層からの植物プランクトン遺骸

沈降物や底質中の有機物などの多寡も寄与している。 

そこで、下層ＤＯの低下させる要因として、水温上昇

に由来するもの（水温由来）と上層からの沈降物などに

由来するもの（その他由来）の２つに分けて検討した。 

成層構造の発達と崩壊は上下層の海水の密度差によっ

て決まり、密度を規定する因子は水温と塩分である７）。

水温はこの 20 年間で上下層ともほぼ同じトレンドを示

した。塩分についても重回帰によりトレンドを求めたと

ころ、上下層とも統計的に有意な差は認められなかった。

このことは、20 年間で水温と塩分が成層構造の強弱に影

響を与えていないことを示唆している。したがって、20

年間の下層ＤＯのトレンドに影響を与える水温要因は、

主として微生物の活性化によるものと考えられた。 

一方、水温由来による 20 年間のＤＯ低下量は前述の季

節変化における水温とＤＯの関係から推定できる。図８

に下層における水温とＤＯの関係を示した。全地点で負

の相関が認められた。春期と秋期では、それぞれ水温が 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 下層における水温とＤＯの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ 下層ＤＯの毎月の時系列 

上昇と下降という異なる変化を示すので、それら季節別

に水温とＤＯの相関係数を求めたところ、両季節とも全

地点で-0.96 以上あった。それらの単回帰係数（mg・l-1

／℃）に 20 年間の上昇温度を乗算した値は水温由来によ

る 20 年間のＤＯの低下量と解釈できる。 

一方、図９に示した下層ＤＯの毎月の時系列データに

重回帰を適用して推定されたＤＯのトレンド（mg・l-1

／年）に 20（年間）を乗算した値は水温由来によるＤＯ

低下量とその他由来によるＤＯ低下量を合算したもの

（全ＤＯ低下量）と考えられる。したがって、全ＤＯ低

下量から水温由来のＤＯ低下量を差し引いた値はその他

由来によるＤＯ低下量となる。図 10 は、春期および秋期

における水温由来のＤＯ低下量とその他由来のＤＯ低下

量の積層図である。ただし、ＤＯの重回帰によるトレン

ドについては、春期のSt.1 と秋期のSt.6 は統計的に５％

の危険率で棄却された。また、春期のSt.1 の全ＤＯ低下

量はプラス値となったので、図示しなかった。 

まず、春期についてみると、St.１を除いて全ＤＯ低下

量は 0.72～1.89mg・l-1の範囲にあり、平均して 1.14 mg・

l-1であった。なかでも、St.３およびSt.４は全ＤＯ変化

量が 1.5mg・l-1以上を示し、その他の地点に比べて２倍

程度大きかった。また、この２地点における全ＤＯ低下

量に占める他要因ＤＯ低下量は６割程度あり、他地点よ

りも高い傾向を示した。同様な傾向はSt.２やSt.８でも

認められた。全地点で平均すると、水温由来とその他由

来のＤＯ低下量はそれぞれ５割程度であった。 

次に、秋期の全ＤＯ低下量は 0.40～1.48 mg・l-1の範

囲にあり、平均して 0.90 mg・l-1であった。秋期は春期

とほぼ同じ傾向がみられるが、St.３やSt.６は春期に比

べて全ＤＯ低下量、特にその他由来のＤＯ低下量が小さ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 春期と秋期における 20年間の下層 DO低下量に対

する水温上昇由来の下層 DO 低下量の割合 

   （春期の St.1 と秋期の St.6 は５％危険率で棄却） 
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くなった。それらとは逆に、St.７と St.９その他由来の

ＤＯ低下量の割合が春期より高まった。このような春期

と秋期とで少し異なる結果が得られたのは、それぞれ水

温の上昇と下降および成層構造の発達と崩壊という異な

る環境条件にあることなどが影響しているためと考えら

れるが、今後の検討課題である。 

このように、下層ＤＯの消費による貧酸素水塊の形成

には、上層からの植物プランクトン遺骸降下物や底質中

の有機物に起因するものに加えて、経年的な水温の上昇

による影響も無視できないことが示唆された。汚染物質

ではない水温が下層ＤＯの低下を促進させていると言え

る。今後は貧酸素水塊を低減する水環境施策を展開して

いく上で、下層ＤＯの低下要因を水温由来とその他由来

とに区別して評価していくことが重要である。 

3-4-2 生物への影響 

(a) ノリ 

ノリの生長は水温等の影響を大きく受ける。養殖ノリ

の生長は秋季の水温降下により 18℃以下になると安定

化するが、近年この温度に達する時期が東京湾の千葉県

側では 1970、1980 年代に比べて 10 日程遅くなっている

ことが指摘されている９）。また、瀬戸内海では、海苔育

苗の開始時期が 1990 年に比べて 2000 年以降では約２週

間遅れており、24℃未満までの水温が低下する時期の後

退と一致していることが指摘されている１８）。 

先述したように、秋期における上層水温のずれ日数は８

～19日であった(図５(b))。解析対象期間の違いはあるが、

このずれ日数は東京湾の千葉県側と瀬戸内海におけるず

れ日数の範囲内にあった。このように、水温データから算

出したずれ日数は、ノリ養殖の海域毎あるいは海域内の地

点毎の違いなどを検討する上で活用できると考えられた。 

(b) ミドリイガイ 

 ミドリイガイは岸壁やブイなどの海面上層付近に付着

して生息しており、一般的にミドリイガイは水温が 10℃

程度を下回ると死滅すると指摘されている１９）。 

冬期の上層水温は初年度の 9.7℃から最終年度 10.9℃

まで上昇したことから（表２）、ミドリイガイの越冬の可

能性が高まってきている。 

なお、ミドリイガイの越冬には、日内あるいは数日間

における水温変動も影響する２０）が、今回使用した水温

データは毎月１回の頻度で測定されたものである。ミド

リイガイの越冬の可能性をさらに精度良く評価するため

には、高頻度で測定された水温データを使用して検討し

ていく必要がある。 

(c) 死滅回遊魚 

 死滅回遊魚とは、例えば、本来熱帯・亜熱帯の海域に

分布する魚が黒潮に乗って本州沿岸に運ばれて来るが、

日本の夏を過ごすことはできても、冬の水温低下などに

より死滅する魚を言う２１）。 

 表２によれば、冬期における最終年度の平均水温は上

層では 10.9℃、下層では 11.7℃であった。このように平

均水温は上層よりも下層のほうが高く、また、上昇温度

も上層の 1.26℃に対して下層は 1.40℃であり、下層のほ

うが高かった。したがって、亜熱帯性や熱帯性の魚など

は下層のほうで越冬する可能性が高く、また、越冬して

生息できる魚種が増えてくることが示唆された。 

 

４．まとめ 

 東京湾９地点の水温データにダミー変数を用いた重

回帰分析を適用してトレンドを推定するとともに、季節

のずれ日数を試算し、得られた結果について考察した。 

1) 水温のトレンドは上層で 0.051～0.104℃／年、下層

で 0.057～0.098℃／年の範囲にあった。 

2) 季節のずれ日数⊿d（日）の算出式として、20 年間

の上昇温度を⊿T（℃）、季節変化の傾き S（℃／日）と

すると、⊿d＝30.4×⊿T／S が導出された。 

3) ずれ日数は春期の上層で８～19 日、下層で 14～37

日の範囲にあり、それぞれ春は早まった。秋期の上層で

は８～16 日、下層で 12～22 日の範囲にあり、それぞれ

秋は遅くなった。また、春期の上層では湾奥部から湾口

部に向かってずれ日数は短くなるが、下層では水深の深

い地点ほど長い傾向を示した。秋期のずれ日数は上下層

ともに水深の深い地点ほど長かった。 

4) 夏期と冬期における 20 年間の上昇温度は上下層と

もに夏期に比べて冬期が高く、夏期・冬期ともに上層に

比べて下層が高い傾向を示した。 

5) 気温についは、ずれ日数は春期で 10 日、秋期で５日

となり、上下層水温と同様に春期のほうが長かった。20

年間に気温は夏期で 0.5℃、冬期で 0.7℃上昇した。 

6) 水温の上昇トレンドは、赤潮の発生時期および貧酸

素水塊の形成時期を早め、年間を通してみるとそれらの

期間が１月程度長くなっていることが示唆された。また、

温暖化等による水温の上昇トレンドは下層ＤＯの低下要

因として無視できず、20 年間における全ＤＯ低下量の５

割程度を占めていると考えられた。 

7) 水温上昇による生物への影響として、ノリの生長期

を遅れさせること、そして、熱帯原産のミドリイガイや

死滅回遊魚等の越冬の可能性を高めていることが示唆さ

れた。      
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 横浜市環境科学研究所報 第 35号 2011 

 

鶴見川における農薬調査について（平成２１年度） 

 
酒井 学 (横浜市環境科学研究所) 

 

Investigation of Pesticides in the Tsurumi River （April 2009-March 2010） 
 

Manabu Sakai (Yokohama Environmental Science Research Institute) 
  

キーワード：農薬、河川水 

 

要旨 

 横浜市内を流れる鶴見川６地点で 82 種類の農薬を調査した結果、ブロマシル（除草剤）、イプロベンホス（殺菌剤）、フ

ェニトロチオン（殺虫剤）等、27種類の農薬が検出されたが、環境基準値、指針値等を超える濃度は検出されなかった。検

出回数の多い農薬は、ブロマシルであり、96試料中、58 試料から検出されたが、その濃度は、0.5μg/L以下であった。フ

ェニトロチオン、ジクロルボス、ダイアジノン等の殺虫剤は、指針値以下であったが、予測無影響濃度よりも高い濃度が検

出されており、生態系への影響が推察される結果であった。 

 

1． はじめに 
農薬は、効率的な生産活動や緑地等の管理に有用であ

るが、環境中に排出された場合、低濃度でも周辺環境へ

影響を及ぼすおそれを有しており、環境基準値、公共用

水域における水質評価指針値、ゴルフ場で使用される農薬

による水質汚濁の防止に係る暫定指導指針値、水産動植物

の被害防止に係る農薬登録保留基準値など、基準値や指

針値が設定されているものが多い。また、人の健康や生態

系に影響を及ぼすおそれがある物質として、「特定化学物

質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関

する法律（化学物質排出把握管理促進法）」において、第

１種指定化学物質にフェニトロチオン、ダイアジノン、

ジクロルボス等が指定され、更にシアナジン、テブコナ

ゾール、ブタクロール、ブロマシル等が平成 20 年の改正

で追加されるなど、環境リスクを考える上で重要な物質

である 1,2)。しかし、農薬の場合、化学物質排出把握管理

促進法の届出外排出量が多いため、農薬の出荷量、作付

面積等から環境排出量を推計しており、環境実態につい

て明らかでない部分も多い。そこで、横浜市環境科学研

究所では、流域面積が広く、市内の代表的河川である鶴

見川で農薬のモニタリング調査を行っており 3-10)、今回

平成 21 年度の調査結果の報告を行う。 

 

２．調査方法 

２－１ 試料採取 

 亀の子橋（鶴見川、横浜市港北区）、千代橋（鶴見川、

横浜市緑区、都筑区）、都橋（鶴見川支流恩田川、横浜市

緑区）、寺家（鶴見川支流寺家川・宮前橋より上流 100m、

横浜市青葉区）、奈良川（鶴見川支流奈良川と恩田川の合

流点より奈良川側 100m、横浜市青葉区）、しらとり川（鶴

見川支流しらとり川と恩田川の合流点よりしらとり川側

流路、横浜市青葉区）において、平成 21 年 4 月から平成

22 年 3 月まで、毎月 1～2 回(6 月から 9 月は月 2 回、そ

の他の月は月 1 回) 、試料採取を行った。寺家及び奈良

川は流域に水田・畑が多い地域である。一方、しらとり

川流域は、水田が少なく、住宅地や商業施設が多くなっ

ている。 

２－２ 農薬分析 

 分析方法は以前の報告に準じ、GC/MS による一斉分析を

行った 5,6)。 

 なお、今回調査対象とした農薬は以下の 82種類である。 

 除草剤：アトラジン、アメトリン、アラクロール、エ

スプロカルブ、オキサジアゾン、カフェンストロール、

キノクラミン(ACN)、クロルニトロフェン、シアナジン、

ジクロベニル(DBN)、シハロホップブチル、シマジン、ジ

メタメトリン、シメトリン、ジメピペレート、チオベン

カルブ、テニルクロール、テルブカルブ、トリフルラリ

ン、ナプロパミド、ビフェノックス、ピペロホス、ピリ

ブチカルブ、ピリミノバックメチル、ブタクロール、ブ

タミホス、プレチラクロール、プロピザミド、ブロマシ

ル、ブロモブチド、ペンディメタリン、ベンフレセート、

メチルダイムロン、メフェナセット、モリネート、レナ

シル 

 殺菌剤：イソプロチオラン、イプロベンホス、クロロ

タロニル、クロロネブ、ジフェノコナゾール、テブコナ

ゾール、トルクロホスメチル、フサライド、フルトラニ

ル、プロシミドン、ペンシクロン、ミクロブタニル、メ

タミノストロピン、メタラキシル、メプロニル、EDDP、

PCNB 

 殺虫剤：イソキサチオン、エチルチオメトン、エトフ

ェンプロックス、クロルピリホス、クロルピリホスメチ

ル、ジクロルボス、ダイアジノン、テブフェンピラド、

パラチオン、ハルフェンプロックス、ピラクロホス、ピ

リダフェンチオン、ピリプロキシフェン、ピリミホスメ

チル、フィプロニル、フェニトロチオン、フェノブカル

ブ、フェンチオン、フェントエート、ブプロフェジン、

プロチオホス、α―ベンゾエピン、β―ベンゾエピン、
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ホサロン、マラチオン、メチダチオン、メチルパラチオ

ン、EPN 

 成長調整剤：パクロブトラゾール 

 

３．結果及び考察 

 表－１に河川水中の農薬分析結果を示し、表－２に検出

された 27 種類の濃度範囲、「水質汚濁に係る環境基準値

及び指針値」、「公共用水域等における水質評価指針値」、

「ゴルフ場で使用される農薬による水質汚濁の防止に係

る暫定指導指針値」、「水産動植物の被害防止に係る農薬

登録保留基準値」11)、「生態リスク初期評価に基づく予測

無影響濃度｣を示した。82 種の農薬の中で、表－１に示し

た以外は定量限界（0.05μg/L）未満の濃度であった。 

はじめに除草剤の結果であるが、今回の調査では、アメ

トリン、エスプロカルブ、カフェンストロール、キノクラ

ミン、シアナジン、ジクロベニル、シメトリン、ピリブチ

カルブ、ブタクロール、プレチラクロール、ブロマシル、

ブロモブチド、メフェナセット、モリネートの 14 種類が

検出され、指針値等が設定されている除草剤について、こ

れらの濃度を超えるものは認められなかった。以前の調査

と比較すると、今年度はシアナジン、ジクロベニル、ブタ

クロールが新たに検出されたが、シアナジン、ジクロベニ

ルは１試料のみであり、ブタクロールも平成 21 年 6 月 3
日の都橋及び亀の子橋の２試料と、検出試料数は少なかっ

た。一方、17 年度 5 試料7)、18 年度 6 試料8)から検出され

ていた除草剤のチオベンカルブは、昨年度同様いずれの場

所からも検出されなかった。図－１に、平成 17 年～21 年

6 月の寺家における、チオベンカルブ、ピリブチカルブ、

ブロモブチドの濃度をグラフに示した 7-10)。いずれも水田

用除草剤であり、チオベンカルブは平成 17 年、18 年に検

出されていたが、平成 19 年以降検出されていない。かな

がわのPRTRによると、チオベンカルブの横浜市全体の推

定排出量は、平成 19 年度以降急激に減少しており（図―

２）12)、鶴見川流域においても、使用が減少していると思

われる。ピリブチカルブは、過去にもしばしば検出されて 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

いたが、21 年度は過去 5 年間の調査で最も高い濃度(6.2μ
g/L)であった。かながわのPRTRによると、ピリブチカル

ブの横浜市全体の年間排出量は、平成 17～20 年度に 0.53
～1.0kgと少なく12)、排出量と濃度との相関は明らかでな

かった。ブロモブチドは平成 17、18 年度は寺家から検出

されず、平成 20 年度 3.7μg/Lとなったが、本年度は 0.06
μg/Lであった。 

次に寺家における除草剤のメフェナセット及びしらとり

川のブロマシル濃度を月別に示した(図―３)。その結果、

寺家では６～７月にメフェナセットが検出され、ブロマシ

ルは年間を通して検出されなかったが、しらとり川では、

メフェナセットが検出されず、ブロマシルがほぼ１年間(7
月 21 日の試料以外の試料)検出されており、除草剤の種類

及び年間の濃度変化のパターンが全く異なっていた。これ

は、寺家の流域には水田が多いのに対し、しらとり川の流

域には、住宅地や商業施設が多いといった土地利用の違い

が関係しているものと思われた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
殺菌剤に関しては、イソプロチオラン、イプロベンホス、

EDDP、テブコナゾールの４種類が検出された。この中で、

イプロベンホスは、しらとり川以外の５地点から検出され、

検出された試料数（10 試料）が多く、最高濃度(5.5μg/L)
も他の殺菌剤より高い濃度であった。イプロベンホスは、

稲用の殺菌剤であり、20 年度も寺家で７月に 2.9μg/L 検

出されており 10)、一時的に、河川へ流出したものと思われ

図-1　  寺家の除草剤濃度の変化

0

2

4

6

8

H17 H18 H19 H20 H21

濃
度

(μ
g/
L)

チオベンカルブ
ピリブチカルブ
ブロモブチド

 

図-２　横浜市内におけるチオベンカルブ
の環境への排出量 （推定量）
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(a)寺家のメフェナセット濃度
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(b)しらとり川のブロマシル濃度
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図－3 メフェナセット及びブロマシルの濃度変化 
(a) 寺家（メフェナセットのみ、ブロマシルは不検出） 
(b)しらとり川（ブロマシルのみ、メフェナセットは不検出） 
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た。 
殺虫剤に関しては、イソキサチオン、ジクロルボス、ダ

イアジノン、フィプロニル、フェニトロチオン、フェノブ

カルブ、フェンチオン、マラチオンの８種類が検出された。

フィプロニルは、奈良川を除いた５地点、21 試料から検出

され、検出試料の数は多かったが、濃度は最高で 0.09μg/L
であった。フェニトロチオンは、調査を行った６地点全て

から検出（合計 19 試料）され、最高濃度は、平成 21 年 6
月 3 日亀の子橋で、1.6μg/L であった。この濃度は、平成

20 年度の最高濃度（20 年 12 月の都橋、2.8μg/L）10)より

低く、環境基準（要監視項目）の指針値（3μg/L）を満た

すものであるが、化学物質ファクトシート 1)に記載された

予測無影響濃度(0.00021μg/L)と比較すると（水産動植物

の被害防止に係る農薬登録保留基準値は設定されていな

い）、予測無影響濃度の 1000 倍を超える濃度であった。 
ジクロルボスの検出濃度は、0.76～0.05μg/L、ダイアジ

ノンの検出濃度は、1.2～0.05μg/L であり、各々環境基準

（要監視項目）の指針値（ジクロルボス 8μg/L、ダイアジ

ノン 5μg/L）を満たすものであるが、化学物質ファクトシ

ートに記載された予測無影響濃度(ジクロルボス 0.0013μ
g/L、ダイアジノン 0.00026μg/L)と比較すると（水産動植

物の被害防止に係る農薬登録保留基準値は設定されていな

い）、予測無影響濃度の100倍を超える濃度となっていた。 
国立環境研究所の多田らが、平成 21 年 6 月 3 日の鶴見

川・亀の子橋の試料（殺虫剤濃度：フェニトロチオン 1.6
μg/L、フィプロニル 0.07μg/L）を用いてオオミジンコの

繁殖試験を実施した結果、オオミジンコの死亡が認められ、

平成 21 年 6 月 3 日の寺家（殺虫剤濃度：フィプロニル 0.08
μg/L）及びしらとり川の試料(殺虫剤：不検出)ではオオミ

ジンコが産仔を行い、産仔数も対照と差が認められなかっ

たと報告している 13)。また、平成 21 年 7 月 6 日のしらと

り川（イソキサチオン 0.10μg/L、ジクロルボス 0.10μg/L、
フェニトロチオン 0.07μg/L）の試料を用いて、同様にオ

オミジンコの繁殖試験を行った結果、オオミジンコの産仔

数の減少が認められたと報告しており 13)、殺虫剤の生態系

への影響が推察されるものであった。 
 

４．まとめ 

 横浜市内の鶴見川で農薬調査を実施した結果、平成 21

年度は 27 種類が検出された。17、18 年度には、複数の試

料で検出されていた水田用除草剤のチオベンカルブが 20

年度同様不検出となり、使用している除草剤の種類の変

更が推察された。シメトリン、メフェナセット等の水田

用除草剤は、しらとり川を除く地点から、初夏に検出さ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れたが、秋以降は定量限界以下の濃度となった。一方、

除草剤のブロマシルは、検出回数が多く、寺家以外の地

点から年間を通して検出された。 

 殺虫剤では、ジクロルボス、フィプロニル、フェニト

ロチオン、ダイアジノン等が検出された。ジクロルボス、

フェニトロチオン、ダイアジノンの最高濃度は、環境基

準（要監視項目の指針値）を下回る濃度であったが、化

学物質ファクトシートに記載されている予測無影響濃度を

上回る濃度であり、生態系への影響が推察される結果とな

った。 
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表-1　 鶴見川の農薬調査結果 （検出された物質、μg/L）

（１）平成21年4月13日

寺家 奈良川 しらとり川 千代橋 都橋 亀の子橋
アメトリン nd 0.07 nd nd 0.21 nd
ブロマシル nd nd 0.05 nd 0.14 nd
ジクロルボス nd nd nd nd 0.07 nd
フィプロニル nd nd nd 0.06 nd 0.05

（2）平成21年5月11、14日
物質名 寺家 奈良川 しらとり川 千代橋 都橋 亀の子橋
キノクラミン nd nd nd 0.06 nd nd
ブロマシル nd 0.13 0.13 0.07 0.12 0.12

殺菌剤 テブコナゾール nd nd nd 0.06 nd nd
ジクロルボス nd nd nd 0.36 nd nd
フィプロニル nd nd nd 0.05 nd 0.05
フェニトロチオン nd 0.14 nd nd 0.14 0.07
マラチオン nd nd 0.05 nd nd nd

（3）平成21年6月3日
物質名 寺家 奈良川 しらとり川 千代橋 都橋 亀の子橋
カフェンストロール nd nd nd 0.06 nd 0.06
キノクラミン nd 0.73 nd nd nd 0.06
ピリブチカルブ 6.2 nd nd nd nd nd
ブタクロール nd nd nd nd 0.18 0.06
プレチラクロール nd nd nd nd 0.07 nd
ブロマシル nd 0.09 0.12 0.10 0.16 0.09
ブロモブチド 0.06 0.12 nd 0.07 0.14 0.11
メフェナセット nd 0.49 nd 0.05 0.15 0.10
フィプロニル 0.08 nd nd nd nd 0.07
フェニトロチオン nd nd nd nd 0.06 1.6
フェンチオン nd 0.42 nd nd 0.10 nd

（4）平成21年6月25日
物質名 寺家 奈良川 しらとり川 千代橋 都橋 亀の子橋
エスプロカルブ 0.27 nd nd nd nd nd
シメトリン nd nd nd 0.08 0.29 0.13
プレチラクロール nd nd nd nd 0.10 nd
ブロマシル nd 0.09 0.29 0.14 0.24 0.26
ブロモブチド nd nd nd 0.15 0.93 0.36
メフェナセット 0.38 0.21 nd 0.07 0.07 0.07
モリネート nd 0.05 nd 0.24 1.3 0.39
イプロベンホス 0.35 nd nd 0.07 nd nd
EDDP nd nd nd 0.15 nd nd
ジクロルボス nd nd nd nd 0.05 nd
ダイアジノン 0.14 nd nd nd nd nd
マラチオン nd nd 1.3 0.07 nd nd
フェンチオン nd nd nd 0.08 0.07 nd

（5）平成21年7月6日
物質名 寺家 奈良川 しらとり川 千代橋 都橋 亀の子橋
エスプロカルブ 0.05 nd nd nd nd nd
キノクラミン nd 3.3 nd nd 0.37 0.14
シアナジン nd 1.2 nd nd nd nd
ジクロベニル nd 0.49 nd nd nd nd
シメトリン nd nd nd nd 0.06 0.08
ブロマシル nd 0.28 0.10 0.06 0.09 0.08
ブロモブチド 0.20 nd nd nd 0.13 0.14
メフェナセット 0.40 0.45 nd nd nd nd
モリネート nd nd nd 0.10 0.14 0.16
イプロベンホス 0.16 nd nd nd nd nd
EDDP 0.17 nd nd nd nd nd
イソキサチオン nd nd 0.10 nd nd nd
ジクロルボス nd nd 0.10 nd nd nd
フィプロニル 0.09 nd nd nd 0.05 0.09
フェニトロチオン 0.10 0.44 0.07 0.05 0.10 0.05
マラチオン nd 0.16 nd nd 0.05 nd

殺菌剤

殺虫剤

殺虫剤

殺菌剤

除草剤

除草剤

殺虫剤

調査地点

殺虫剤

物質名

殺虫剤

除草剤

除草剤
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（6）平成21年7月21日
物質名 寺家 奈良川 しらとり川 千代橋 都橋 亀の子橋
ブロマシル nd nd nd nd 0.06 nd
ブロモブチド 0.07 nd nd nd nd nd
メフェナセット 0.28 nd nd nd nd nd
イソプロチオラン 2.4 nd nd nd nd 0.05
イプロベンホス 2.5 nd nd nd nd 0.05
ダイアジノン 0.08 nd nd nd nd nd
フィプロニル 0.05 nd nd 0.05 nd 0.08
フェニトロチオン nd nd nd nd 0.05 0.60
フェノブカルブ 0.05 nd nd nd nd nd
フェンチオン nd nd nd nd 0.12 0.05

（7）平成21年8月3日
物質名 寺家 奈良川 しらとり川 千代橋 都橋 亀の子橋

除草剤 ブロマシル nd 0.13 0.18 0.09 0.10 0.08
イプロベンホス 0.05 5.5 nd nd 0.62 0.27
テブコナゾール nd nd 0.64 nd nd nd

殺虫剤 ダイアジノン nd 1.2 nd nd 0.13 0.05

成長調整剤 パクロブトラゾール nd 1.1 nd nd 0.26 nd

（8）平成21年8月18日
物質名 寺家 奈良川 しらとり川 千代橋 都橋 亀の子橋

除草剤 ブロマシル nd nd 0.09 nd 0.08 nd
殺菌剤 イプロベンホス 0.25 nd nd nd nd nd

フィプロニル nd nd nd 0.08 nd 0.07
フェニトロチオン nd nd nd nd 0.20 nd

（9）平成21年9月1日
物質名 寺家 奈良川 しらとり川 千代橋 都橋 亀の子橋

除草剤 ブロマシル nd 0.18 0.42 0.37 0.25 0.36

（10）平成21年9月15日
物質名 寺家 奈良川 しらとり川 千代橋 都橋 亀の子橋

除草剤 ブロマシル nd nd 0.15 0.05 0.13 nd
ジクロルボス nd nd nd 0.76 nd nd
フィプロニル nd nd nd 0.07 nd 0.08
フェニトロチオン nd nd nd nd 0.64 0.09

（11）平成21年10月20日
物質名 寺家 奈良川 しらとり川 千代橋 都橋 亀の子橋

除草剤 ブロマシル nd nd 0.15 nd 0.15 nd
殺虫剤 フィプロニル nd nd nd 0.07 0.05 0.07

（12）平成21年11月4日
物質名 寺家 奈良川 しらとり川 千代橋 都橋 亀の子橋

除草剤 ブロマシル nd 0.06 0.12 nd 0.10 0.05
殺虫剤 フィプロニル nd nd nd nd nd 0.06

（13）平成21年12月2日
物質名 寺家 奈良川 しらとり川 千代橋 都橋 亀の子橋

除草剤 ブロマシル nd 0.08 0.06 nd 0.08 nd
殺虫剤 フィプロニル nd nd nd 0.05 nd nd

（14）平成22年1月6日
物質名 寺家 奈良川 しらとり川 千代橋 都橋 亀の子橋

除草剤 ブロマシル nd nd 0.05 nd 0.05 nd
殺虫剤 フェニトロチオン nd nd nd nd 0.05 0.05

（15）平成22年2月3日
物質名 寺家 奈良川 しらとり川 千代橋 都橋 亀の子橋

除草剤 ブロマシル nd 0.07 0.07 0.06 0.08 nd
殺虫剤 フェニトロチオン nd nd 0.10 nd nd nd

（16）平成22年3月9日
物質名 寺家 奈良川 しらとり川 千代橋 都橋 亀の子橋

除草剤 ブロマシル nd 0.12 0.19 0.10 0.15 0.07
殺虫剤 ジクロルボス nd nd nd 0.05 nd nd

単位：μg/L、定量下限0.05μg/L
nd:不検出、定量下限を超えた農薬のみ表示

殺虫剤

殺虫剤

除草剤

殺菌剤

殺虫剤

殺菌剤
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検出された濃度範囲

 (μg/L) 

アメトリン 0.21～0.07 - －

エスプロカルブ 0.27～0.05 10  c 
, 15 e －

カフェンストロール 0.06 70
d －

キノクラミン 3.3～0.06 6.3
e －

シアナジン 1.2 － －

ジクロベニル 0.49 － －

シメトリン 0.29～0.06   60   
c , 6.2  

e －

ピリブチカルブ 6.2 230 
d
,10 

e －

ブタクロール 0.18～0.06 － －

プレチラクロール 0.10～0.07 40 
c －

ブロマシル 0.42～0.05 － －

ブロモブチド 0.93～0.07    40  
c
 , 480 e －

メフェナセット 0.40～0.07    9   
c , 32 e －

モリネート 1.3～0.05    5   
c －

イソキサチオン 0.10 8 
b
,80 

d
1.3 

f

ジクロルボス 0.76～0.05  8   
b

0.0013 
f

ダイアジノン 1.2～0.05         5   
b
,   50 

d
0.00026  

f

フィプロニル 0.09～0.05 － －

フェニトロチオン 1.6～0.05         3   
b
,   30 

d
0.00021 f

フェノブカルブ 0.05 30 
b

0.0030 
f

フェンチオン 0.42～0.05 － －

マラチオン 1.3～0.05 10 
c －

イソプロチオラン 2.4～0.05 40 
b
,2600 

d
,920 

e
10 

f

イプロベンホス 5.5～0.05     8   
b , 270 e

1.0 
f

テブコナゾール 0.64～0.06 770
d －

EDDP 0.17～0.15 6 
c －

成長調整剤 パクロブトラゾール 1.1～0.26 － －

除草剤

殺虫剤

殺菌剤

   表-2　検出された物質の環境基準値、指針値及び予測無影響濃度

物質名 予測無影響濃度 　　 (μg/L)
基準値もしくは指針値

(μg/L)

－： 環境基準値、指針値等が未設定 あるいは予測無影響濃度が未報告

a： 水質汚濁に係る環境基準値

f： 生態リスク初期評価の予測無影響影響濃度 
 2)

d： ゴルフ場で使用される農薬による水質汚濁の防止に係る暫定指導指針値

b： 指針値 （要監視項目）

c： 公共用水域等における水質評価指針値

e： 水産動植物の被害防止に係る農薬登録保留基準値 13)
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横浜市における PRTR 対象物質の大気環境調査 

2007～2008 年度の調査結果 

 

佐々木怜子１ 白砂裕一郎１ 鈴木麻菜１ 山口雄二２  

（１：横浜市環境科学研究所，２：環境保全部環境監視センター） 

 

Survey of PRTR Chemicals in ambient air of Yokohama City, 2007-2008 
Satoko Sasaki  Yuichiro Shirasuna  Mana Suzuki Yuji Yamaguchi 

(Yokohama Environmental Science Research Institute) 
 

キーワード：PRTR 大気環境調査 
 
要旨 

1999 年（平成 11 年）７月に「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（化管法）」

が法制化され、これにより 2001 年（平成 13 年）から対象事業者は、対象物質の環境中への排出量等を把握し、2002 年

（平成 14 年）から国への届出が実施されている。本報では、横浜市における環境大気中への排出量の多い第一種指定化

学物質の４物質（トルエン、キシレン、エチルベンゼン、p-ジクロロベンゼン）の大気環境濃度を報告する。その結果、

既報１，２）を含めた 2002～2008 年度のPRTR排出量と環境濃度には相関が認められず、４物質ともに室内空気濃度指針値

以下であった。また 1998 年、1999 年の環境省の全国調査３）と本調査を比較すると、トルエン、キシレン、p-ジクロロベ

ンゼンにおいては最大値を含め濃度範囲内であったが、エチルベンゼンにおいては最大値が濃度範囲を超えていた。 
                                                                                   
１ 諸言 

1999 年（平成 11 年）７月に、環境の保全上の支障を

未然に防止することを目的として「特定化学物質の環境

への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律

（化管法）」が公布された。これに基づき、2001 年（平

成 13 年）に PRTR（化学物質排出移動量届出）制度及

び MSDS（化学物質等安全データシート）制度が導入さ

れた。これらは、どのような発生源からどれくらい環境

中に排出されたか、あるいは廃棄物に含まれて事業所の

外に運び出されたかというデータを把握、集計し、公表

する仕組みで、人や生態系に有害な恐れがある化学物質

を一定以上取り扱う事業者は、毎年度化学物質の環境中

への排出量等について、所在地の自治体を経由して国に

届け出ることが義務付けられた。横浜市においても 2001
年から届出者の排出量等の集計結果を取りまとめている。 

PRTR対象物質のうち、横浜市内における 2007～2008
年度の排出量の上位 10 物質を、神奈川県環境科学セン

ターの集計結果４) をもとに 図１および 図２に示した。

また、表１には対象物質の横浜市と全国の環境排出量、

用途及び室内空気濃度指針値を示した。2007 年の全国集

計結果では、排出量１位がトルエン、２位がキシレン、

３位がエチルベンゼン、p-ジクロロベンゼンが６位とな

っている。また 2008 年の全国集計結果では、排出量１

位がトルエン、２位がキシレン、３位がエチルベンゼン、

p-ジクロロベンゼンが８位となっている。エチルベンゼ

ンとp-ジクロロベンゼンにおいては横浜市の排出量と全

国の排出量とでは傾向が異なっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

      図 1 PRTR対象物質（2007 年度横浜市） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      図 ２ PRTR対象物質（2008 年度横浜市） 
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戸塚区矢沢交差点 特になし E　6mに国道1号（横浜新道）

磯子区滝頭 SE　1㎞に根岸湾工業地帯 E　5mに国道16号

中区本牧 S　0.3kmに石油精製工場
S　200mに首都高速湾岸線および
　　　市道本牧170号線

緑区三保小学校 特になし 特になし

測定地点名 主要固定発生源の方位と距離 主要道路の方位と距離

鶴見区潮田交流プラザ E～SW　0.5㎞に京浜工業地帯
SSE　0.3㎞に東京大師横浜線
SSE　0.3㎞首都高速横浜羽田空港線

横浜市 全国

a)PRTRについてもっとよく知っていただくために-市民・事業者のためのガイドブック-　平成16年度届出データ（平成15年度排出状況の集計結果）

b)厚生労働省 医薬食品局化学物質安全対策室

用途a) 室内空気濃度指針値b)

260μg/m3

870μg/m3

240μg/m3

3800μg/m3

溶剤、有機顔料、合成クレゾール、可塑剤などの合成原
料、家庭で使われる塗料や接着剤、自動車排ガスにも含
まれる

トルエン

染料、有機顔料、香料などの原料、農薬、印刷インキな
どの溶剤、家庭で使われる塗料や接着剤、自動車排ガス
にも含まれる

キシレン

合成中間体、溶剤、希釈剤、家庭で使われる塗料や接着
剤、自動車排ガスにも含まれる

エチルベンゼン

p-ジクロロベンゼン
家庭で使われる衣類の防虫剤、住居用の消臭剤の主成
分、殺虫剤や染料の原料

物質名

559
（2007年）

環境排出量（t/年）

163892
（2007年）

139702
（2008年）

103781
（2007年）

92693
（2008年）

14841
（2007年）

553
（2008年）

12755
（2008年）

32665
（2007年）

29247
（2008年）

1990
（2007年）

1780
（2008年）

1790
（2007年）

1820
（2008年）

432
（2007年）

410
（2008年）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
今回、PRTR 対象物質のうち横浜市内における排出量

の上位４物質であるトルエン、キシレン、p-ジクロロベ

ンゼンおよびエチルベンゼンについて、2007～2008 年

度の大気環境中濃度を報告する。 
 

２ 調査 

２-１ 地点及び期間 

２-１-１ 地点 

一般環境大気測定局として鶴見区潮田交流プラザ、中

区本牧および緑区三保小学校、自動車排出ガス測定局と

して戸塚区矢沢交差点及び磯子区滝頭（以下略称、潮田、

本牧、三保、矢沢、滝頭とする）の計５地点で実施した。

地点を図３に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２-１-２ 期間 

2007 年４月から 2009 年３月まで毎月１回、合計 24
回のモニタリング調査を実施した。また 表１に示した調

査対象物質が、事業所や移動体等から各地点への排出さ

れることが考えられるため、各地点周辺の概況を表２５)

に示した。 
２-２試料採取 

容量 6.0L のステンレス容器（キャニスター）を加熱

洗浄後に十分減圧し、大気を３ml/min の流量で 24 時間

連続採取した。 

 

２-３ 分析方法および測定装置 

２-３-１ 分析方法 

「有害大気汚染物質モニタリング測定方法マニュア

ル」６）の容器採取-ガスクロマトグラフ質量分析法（多

成分同時測定方法）に従った。 
またキシレンについては、o-キシレンと m,p-キシレン

の３物質の濃度を合計した値をキシレン濃度とした。 

２-３-２ 測定装置 

○2007 年４月～2008 年９月 
キャニスター洗浄装置：CCS-１Au 
試料濃縮・加熱脱着装置：Tekmar AUTOCan 
GC/MS：GC6890，JIM-AM SUN200 型 
○2008 年 10 月～2009 年３月 
キャニスター洗浄装置：AERO TURBO CLEANER 
試料濃縮・加熱脱着装置：AERO タワーシステム 
ACS-2100 
GC/MS：GCMS-QP2010 Plus 
 

表１ 調査物質環境排出量等 

表２ 調査地点の概況 

潮田交流プラザ 

三保小学校 

矢沢交差点 

滝頭 本牧 

図３調査地点 
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年平均 最大 最小 年平均 最大 最小 年平均 最大 最小 年平均 最大 最小

2007 9.9 24 3.7 3.8 11 1.7 3.0 7.7 1.1 1.4 2.7 0.45

2008 9.6 24 2.8 4.3 8.3 2.5 3.5 6.8 1.9 1.6 2.8 0.49

2007 7.1 14 2.5 3.9 7.1 1.2 2.9 7.3 0.78 0.68 1.5 0.19

2008 10 29 3.4 5.7 12 2.2 4.7 11 1.4 0.77 1.9 0.18

2007 9.0 18 3.7 3.0 5.3 1.2 2.0 3.4 1.0 1.3 2.2 0.23

2008 11 26 3.6 3.6 11 1.3 2.5 7.0 1.0 1.5 2.9 0.22

2007 13 23 4.0 4.7 8.7 1.9 2.7 5.2 0.90 1.2 2.4 0.24

2008 12 34 4.7 4.1 13 1.6 2.6 8.7 1.1 1.2 2.6 0.21

2007 13 29 4.8 5.8 13 2.7 3.8 8.5 1.9 1.5 3.0 0.26

2008 16 39 8.2 7.9 15 2.9 6.2 11 1.9 1.5 3.7 0.35

2007 10 21 4.1 4.2 8.8 2.2 2.9 5.7 1.3 1.2 2.3 0.27

2008 12 27 5.9 5.1 11 3.0 3.9 7.7 1.9 1.3 2.4 0.29

1998 85 1.1 45 0.88

1999 10 0.089 17 0.16

*９～11月の天候の安定した時期に、連続した３日間において、一日一回、原則午前10時開始、24時間採取を行った。

全国調査*

年度
トルエン キシレン エチルベンゼン p-ジクロロベンゼン

鶴見区潮田交流プラザ

測定地点名

中区本牧

緑区三保小学校

戸塚区矢沢交差点

磯子区滝頭

年平均値（５地点平均）

４ 結果 
 2007～2008 年度の５地点（潮田、本牧、三保、矢沢、

滝頭）における年平均値、最大値および最小値を表３に

示した。年平均値については 2007 年度および 2008 年度

ともに調査地点間の差が数μg/m3程度と大きな差はな

く、横ばい傾向を示した。1998 年および 1999 年の環境

省が実施した全国調査の結果と比べると、2007 年度は４

物質ともに最大値が全国調査の濃度範囲を超えることは

なかったが、2008 年度は滝頭において、エチルベンゼン

のみ最大値が濃度範囲を超えていた。室内空気濃度指針

値については、４物質ともに指針値以下であった。 

さらに各調査物質の月別ごとの結果を図４に示した。

図４より 2007 年度においては、p-ジクロロベンゼンを

除いて１月が、2008 年度においては 11 月が最も濃度が

高い傾向にあった。 

また図５には、既報と合わせて 2002～2008 年度の３

地点（潮田、三保、矢沢）においての排出量と大気中環

境濃度の推移を示した。排出量と大気中環境濃度の相関

については、ピアソンの積率相関係数を用いた。その結

果、４物質ともに相関は認められなかった。 

 

４-１ トルエン 
2007 年度、2008 年度の年平均値（５地点平均）はそ

れぞれ 10μg/m3、12μg/m3であり、2007 年度の最大値

は１月で21μg/m3、最小値は７月の4.1μg/m3であった。

2008 年度の最大値は 11 月で 27μg/m3、最小値は８月の

5.9μg/m3であった。 
 

４-２ キシレン 
2007 年度、2008 年度の年平均値（５地点平均）はそ

れぞれ 4.2μg/m3、5.1μg/m3であり、2007 年度の最大

値は１月で 8.8μg/m3、最小値は８月の 2.2μg/m3であっ

た。2008 年度の最大値は 11 月で 11μg/m3、最小値は１

月の 3.0μg/m3であった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４-３ エチルベンゼン 
2007 年度、2008 年度の年平均値（５地点平均）はそ

れぞれ 2.9μg/m3、3.9μg/m3であり、2007 年度の最大

値は１月で 5.7μg/m3、最小値は８月の 1.3μg/m3であっ

た。2008 年度の最大値は１月で 7.7μg/m3、最小値は１

月の 1.9μg/m3であった。 
 
４-４ p-ジクロロベンゼン 

2007 年度、2008 年度の年平均値（５地点平均）はそ

れぞれ 1.2μg/m3、1.3μg/m3であり、2007 年度の最大

値は５月で 2.3μg/m3、最小値は３月の 0.27μg/m3であ

った。2008 年度の最大値は 11 月で 2.4μg/m3、最小値

は１月の 0.29μg/m3であった。 
 

５ まとめ 

 横浜市内における５地点の年平均値は、2007 年度およ

び 2008 年度ともに横ばい傾向を示していた。また 1998
年度、1999 年度の環境省の全国調査と本調査を比較する

と、トルエン、キシレン、p-ジクロロベンゼンにおいて

は、最大値が全国調査の濃度範囲内であった。エチルベ

ンゼンにおいては、最大値が濃度範囲を超えていた。室

内空気濃度指針値は、４物質ともに指針値以下であった。  
また、排出量と大気中環境濃度には相関が認められな

かった。これは、本調査は毎月１回であるため、気象条

件等に左右されやすいためと考えられる。精度を高める

ためには、同月内での調査回数を増やす、連続分析を実

施する等の改善対策を考える必要がある。 
今後も継続的にデータを採取することで、有害大気汚

染物質の削減対策等に役立つと考えている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表３ 調査対象物質の年平均値、最大値、最小値（μg/m3） 
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２．主要機器一覧表 

品    名 規    格 数 量 配    置 

ガスクロマトグラフ質量分析計 

走 査 型 電 子 顕 微 鏡 

同 上 用 Ｘ 線 分 析 装 置 

分 光 光 度 計    

全 有 機 炭 素 分 析 計 

凍 結 濃 縮 装 置      

水 銀 分 析 計   

原 子 吸 光 光 度 計   

高周波プラズマ質量分析装置 

高周波プラズマ発光分光分析装置        

慢 性 毒 性 試 験 装 置 （ 魚 用 ） 

電 気 炉      

標 準 ガ ス 精 密 希 釈 装 置 

石 英 ガ ラ ス チ ャ ン バ ー  

ﾊ ﾟ ｰ ｿ ﾅ ﾙ ･ ﾀ ﾞ ｽ ﾄ ﾓ ﾆ ﾀ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ ｼ ｽ ﾃ ﾑ 

液 体 ク ロ マ ト グ ラ フ 

同 上 用 蛍 光 モ ニ タ ー 

炭素・水素・窒素（CHN）分析計 

同 上 用 オ ー ト サ ン プ ラ ー   

揮 発 成 分 混 合 ガ ス 発 生 装 置 

ガスクロマトグラフ質量分析計         

ガスクロマトグラフ質量分析計             

ﾏｲｸﾛｳｪﾙﾌﾟﾚｰﾄ測定用吸光光度計 

デ ー タ レ コ ー ダ 

２ c h F F T 分 析 器 

広帯域 1/3 ｵｸﾀｰﾌﾞ実時間分析器 

騒 音 振 動 作 図 装 置 

騒 音 振 動 デ ー タ 処 理 機 

広 帯 域 精 密 騒 音 計 

ｵｰﾄｱﾅﾗｲｻﾞｰ（HPLC 分析装置） 

ガスクロマトグラフ分析装置 

農 薬 分 析 装 置 

イ オ ン ク ロ マ ト グ ラ フ 

JEOL製 JMS-800 D     

日立 S-4700 

EDAX 

日立 U2000     

ベックマン MODEL 915-B 

大洋科学工業 FC-6     

日本インスツルメンス RA-3 

パ－キンエルマ- アナリスト 300 

島津 ICPM-8500         

島津 ICPS-7000 

関東工機製作所製 外 

ADVANTEC KL-280 外 

製鉄化学工業 SDS-401 

ダイレック 

柴田科学 PDS-1        

島津 LC-6A 

日立 F-1150    

柳本 CHNコーダー MT-3型 

ヤナコ MTA-5 

紀本電子製 SS-1002 

JEOL製 JMS-700D     

島津 GCMS-QP2010 

ﾅﾙｼﾞｪﾇﾝｸｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ ｲﾑﾉﾐﾆ NJ-2300 

ソニー PC208    

小野測器 CF-360 

リオン SA-27     

日本ﾋｭｰﾚｯﾄﾊﾟｯｶｰﾄﾞ 7550B 

ﾋｭｰﾚｯﾄﾊﾟｯｶｰﾄﾞ モデル 712/100 

小野測器 LA-5110   

DIONEX DX-120 

HP6890，島津 GC-14A 外 

アジレント 5973N 外 

DIONEX DX-320 

１式 

１式 

１式 

１式 

1台 

1式 

１式 

１式 

1式 

１式 

2式 

2台 

１式 

1台 

１台 

2式 

1台 

１台 

１台 

１式 

１式 

1式 

１式 

1台 

１式 

１式 

１式 

１式 

2台 

１式 

5式 

3式 

１台 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ等分析室 

電 子 顕 微 鏡 室 

電 子 顕 微 鏡 室 

液 ク ロ マ ト 室 

液 ク ロ マ ト 室 

液 ク ロ マ ト 室 

液 ク ロ マ ト 室 

原 子 吸 光 室 

原 子 吸 光 室 

原 子 吸 光 室       

生 物 研 究 室   

分 解 室 （ 3 F ） 

標準ガス調製室    

標準ガス調製室        

標準ガス調製室        

元 素 分 析 室   

元 素 分 析 室        

元 素 分 析 室        

元 素 分 析 室      

元 素 分 析 室      

ガ ス マ ス 室      

ガ ス マ ス 室      

実 験 室 （ 4 F ）      

音 環 境 研 究 室 

音 環 境 研 究 室        

音 環 境 研 究 室 

音 環 境 研 究 室 

音 環 境 研 究 室 

音 環 境 研 究 室 

実 験 準 備 室        

ｶ ﾞ ｽ ｸ ﾛ ﾏﾄｸﾞﾗﾌ室 

ｶ ﾞ ｽ ｸ ﾛ ﾏﾄｸﾞﾗﾌ室 

都市環境研究室 

土 木   ２名 

所 長 

事 務   ４名 

     

化 学   ２名 

環 境   ８名 

機 械   ２名 

担当係長 

担 当 課 長 

 担 当 課 長 

 １１ 

環 境  １４名 

土 木   ２名 

 

 

 

 

担当係長 

 ４ 

 ２９  ４１ 

（技術開発） 

（庶  務） 

（研究調整） 

担当係長 

 

担当係長 

 １７ 

  ３ 
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品    名 規    格 数 量 配    置 

高 速 液 体 ク ロ マ ト グ ラ フ 

分 光 光 度 計 

ポータブル窒素酸化物測定器 

ｻ ｰ ﾏ ﾙ ﾃ ﾞ ｿ ｰ ﾌ ﾟ ｼ ｮ ﾝ ｶ ﾞ ｽ ｸ ﾛ ﾏ ﾄｸﾞﾗﾌ 

科 学 技 術 計 算 シ ス テ ム 

薬 品 管 理 シ ス テ ム 

ガスクロマトグラフ質量分析計 

自 動 雨 水 採 取 装 置 

風 向 風 速 計 

β線式浮遊粒子状物質自動測定器         

高 精 度 自 動 体 積 計     

6 ペ ン レ コ － ダ － 

光 透 過 式 ス モ － ク メ － タ － 

直 挿 型 N O X 分 析 計 

高 精 度 オ ゾ ン 計 

コ ン ポ ジ ッ ト サ ン プ ラ ー 

風 向 別 制 御 装 置 

       

 

HP 1090 

日本分光 V-550 外 

MEXA-120 NOx 

パーキンエルマー ATD-400 

富士通 GRANPOWER 5000 外 

関東化学 IASO 2000 

JEOL製 AUTOMASS Sun 

小笠原 US-330+300型 

海上電機 WA-200 外 

DKK DUB-32 

エステック VM-100  

理化電機 

堀場製作所 

堀場 MEXA-120 NOX 

紀本電子工業製 

日科機 S-4081 

日本公害防止技術ｾﾝﾀｰ WDP-100 

 

 

1式 

１式 

１式 

１式 

１台 

１式 

１式 

１式 

１式 

１式 

１式 

１台 

１台 

１台 

１台 

１台 

１台 

都市環境研究室 

大 気 試 験 室 

大 気 試 験 室 

大 気 試 験 室 

中央データ処理室 

中央データ処理室 

微量ガス分析室 

屋 上 

屋 上 

屋 上 

処 理 実 験 室 

標準ガス調製室        

器 材 庫 ( 5 F ) 

器 材 庫 ( 5 F ) 

器 材 庫 ( 5 F ) 

器 材 庫 ( 5 F ) 

器 材 庫 ( 5 F ) 

 

             

（平成１９年４月現在） 
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３．学会等研究発表 
 

学 会 大 会 名 年 月 題      名 発表者・共同研究者 
    
第33回環境･公害研究合

同発表会(1県2市) 

〃 

 

2009.6 

 
〃 

 

横浜の川の生物と水環境 

 
緑のカーテンによる省エネ及びＣＯ2削減効果

の試算 

○福嶋 悟･犬飼まり子･樋口文夫  
水尾寛己･下村光一郎 

○佐俣満夫･福田亜佐子 

 

第15回日本環境毒性学

会・バイオアッセイ研究

会合同発表会 

2009.10 
 
 

鶴見川における農薬調査について 

 

○酒井 学 

 

 
平成21年度環境創造局職員

業務研究改善事例発表会 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

 

〃 

 

〃 

 

平成22年度環境科学セミ

ナー 
 
 

第1回生物多様性に関す

る取組事例発表会 
〃 

 
 
日本生態学会第57回大会 
 
 
 
新治市民の森10周年記念

フォーラム 
 

2009.11 
 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

 

〃 

 

〃 

 

2010. 1 
 
 

 
2010. 2 
 

〃 

 

 
2010. 3 
 

 

 

2010. 3 
 

 

「鉱物類から環境を考える」―新たなふれあい

体験型環境教育実施事例 第２報― 

「今年の夏は涼しかった」―平成21年夏のヒー

トアイランド観測結果について 

「横浜の源流域の生き物たち」―緑の七大拠点

の調査結果― 

河川感潮域の水質・底質調査結果―大岡川― 
 
大気中アルデヒド類測定におけるオゾン除去法

の検討 

横浜市沿岸の赤潮発生状況 

 

ＧＩＳを活用した横浜の植生景観の変遷 

 

「地盤Ｖiew」の活用方法と利用状況 

  
熱流体シミュレーションによる河川周辺の熱環

境について 

東京湾の富栄養化と底質の影響 

 

 

アユは横浜のどの川で繁殖しているのか？ 

 

化学物質環境実態調査について 

 

チオりん酸O,O-ジメチル-O-(3-メチル-4-メチル

チオフェニル ) 別名：フェンチオンの分析

（底質） 

横浜の源流域環境 
 
GISを活用した横浜の植生景観の変遷（事例紹

介） 
 
河川水を用いたオオミジンコの繁殖影響に関す

る研究 
 
 
新治地域の植生変遷 
 
 

○前田裕行 

 

○奥津千里･佐俣満夫･白砂裕一郎 

 下村光一郎 

○加藤良昭 

 

○小市佳延･下村光一郎･水尾寛己 

 

○榎本怜子･山口茂美･桐栄恵美子 

 白砂裕一郎 

○犬飼まり子･下村光一郎･小市佳延 

  

○井上 智･石川孝之 

 

○正木千里 

  

○桐栄恵美子･佐俣満夫 

 

○二宮勝幸、都環境科学研究所､千葉

県環境研究ｾﾝﾀｰ､統計数理研究所 

 川崎市公害研究所 

○樋口文夫･福嶋 悟･犬飼まり子 

  

○酒井 学 

 

○酒井 学 

 

 
 
○加藤 良昭 
 

○井上 智･石川 孝之 
 

 

○多田 満･小野神 豊(国立環境研究

所)､酒井 学､石母田 誠･宮原裕一

(信州大) 
 
○井上 智･石川 孝之 
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４．雑誌等投稿 

 

雑 誌 名 等 発行年月 執    筆    者 題     名 
化学物質と環境 平成 20
年度化学物質分析法開発

調査報告書 

2009.12 酒井 学 チオりん酸 O,O-ジメチル-O-(3-メチ

ル-4-メチルチオフェニル) 別名：

フェンチオンの分析（底質） 
［要 旨］ 底質中のフェンチオンの測定についての検討を行った。湿泥 20g にフェンチオン-d6 を 10ng 添加し、アセト

ニトリル 25mL で抽出を行い、塩化ナトリウム水溶液を加えた後、ヘキサンに転溶した。KD 濃縮後、活性炭カートリッ

ジ、シリカカートリッジ等で前処理し、GC/MS で測定することにより、検出下限 0.21ng/g-dryで測定可能であった。 
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５．記者発表一覧

■ 平成21年度 環境科学研究所

発表日 発表内容

平成21年7月10日 フォーラム「昔のようなきれいな海を創ろう！」の開催について

平成21年7月13日 横浜市内でアユの産卵、ふ化が定着

平成21年7月21日  大気環境中のアスベスト濃度について（平成21年度春季調査結果）

平成21年10月22日
今年の夏は涼しかった！?
～平成21年度夏のヒートアイランド観測結果をお知らせします～

平成21年10月26日  大気環境中のアスベスト濃度について（平成21年度夏季調査結果）

平成22年1月19日  大気環境中のアスベスト濃度について（平成21年度秋季調査結果）

平成22年2月25日 第５回　こどもエコフォーラム　　つなごう！広げよう！環境を守る力

平成22年3月11日 環境創造局「きれいな海づくり事業」第１回懇談会について

平成22年3月23日  大気環境中のアスベスト濃度について（平成21年度調査結果）
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６．環境科学研究所発行資料目録 

 

資料番号 件              名 発行年月  体 裁 等  

 

 

Ｎｏ． 1 

 2 

 3 

 

 4 

 

 5 

 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 

 

 11 

 12 

 13 

 14 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 

 22 

 23 

 24 

 25 

 

 26 

 27 

 28 

 

 29 

 30 

 31 

 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

 37 

 

 38 

 39 

 40 

 41   

 

明日の都市を照らす 

 

窒素酸化物特殊発生源調査報告書（環境庁大気保全局委託調査） 

横浜市公害研究所報創刊号 

公募論文・クルマ社会をどうするか 

 ―明日の都市環境を考える― 

第 1 回公害セミナー会議録・クルマ社会をどうするか 

 ―明日の都市環境を考える― 

昭和 52 年度環境庁委託業務結果報告書 

非特定重大障害物質発生源等対策調査（アスベスト発生施設） 

横浜市公害研究所報第 2 号 

中間報告横浜市における自動車公害に関する基礎研究 

横浜市公害研究所報第 3 号 

第 2 回公害セミナー会議録・合成洗剤 

自動車公害に関する意識調査 

 ―国道一号線三ツ沢・松本地区，1978 年 3 月実施 

  単純集計結果（第 1 報）― 

大気中の炭化水素濃度調査及び各種発生源施設からの排出実態調査結果 

第 3 回公害セミナー論文集・川，よこはまに水辺をもとめて 

横浜市における自動車公害に関する基礎研究 

横浜市公害研究所報第 4 号 

第 3 回公害セミナー会議録・川，よこはまに水辺をもとめて 

横浜市地域環境大気調査報告書（昭和 54 年度環境庁委託調査） 

非特定重大障害物質発生源等対策調査（ベンゼン取扱施設） 

沿道環境整備対策のための基礎調査報告書－三ツ沢地区対象－ 

魚類の健康評価に関する研究(1)（昭和 53 年度） 

魚類の健康評価に関する研究(2)（昭和 54 年度） 

横浜市公害研究所報第 5 号 

帯水層層序確定のための地質調査 

 

第 4 回公害セミナー資料提言要旨 

第 4 回公害セミナー資料・調査研究事業のあらまし 

― 

地域交通環境に関する意識調査 

 －金沢 4 区，1980 年 11 月実施－ 

第 4 回公害セミナー会議録・80 年代の環境対策の課題 

低周波空気振動実態調査報告書 

有機ハロゲン化合物の分解と消長 

 －有機塩素化合物特にＰＣＢの環境中における動態について－ 

第 5 回公害セミナー公募論文集・よこはまに自然をもとめて 

横浜市公害研究所報第 6 号 

横浜市自動車問題研究会第二報告書 

 －横浜の物流と自動車公害に対する調査研究－ 

排水処理技術維持管理マニュアル－凝集処理編－ 

固定発生源から排出されるばいじん（粒度分布）調査報告書 

第５回公害セミナー会議録・よこはまに自然をもとめて 

魚類の健康評価に関する研究(3) 

魚類指標による排水評価のための技術要領 

横浜市深層地下水調査中間報告書 

 

横浜市自動車問題研究会第一報告書 －地域交通環境とまちづくり－ 

横浜市緑区及び戸塚区における道路交通騒音と交通量調査報告書 

会下谷の雑木林の生物相とその季節変化（横浜の旧市街に残る小雑木林） 

自動車騒音公害対策模型実験－車線内遮音壁－ 
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第６回公害セミナー資料 

 大気汚染 －青空はよみがえったか，この横浜に－ 

会下谷の雑木林の生物相とその季節変化 

（横浜の旧市街に残る小雑木林） 

横浜市公害研究所報第７号 

第６回公害セミナー会議録 

 大気汚染 －青空はよみがえったか，この横浜に－ 

浮遊粉じん・ばいじんに関する総合調査報告書 

南関東地域での光化学大気汚染に関する総合調査報告書 

こども自然公園環境調査報告書 

 

道路周辺の植樹帯による物理的及び心理的騒音効果に関する研究 

 －中間報告－ 

横浜市南部沿岸地域の軟弱地盤調査図  付図 1－5 

調査研究事業のあらまし 

都市自然に関する社会科学的研究 

第 7 回公害セミナー公募論文集 

 身近な水辺とまちづくり－「よこはまの川と池」再発見－ 

横浜市公害研究所報第８号 

排水処理技術維持管理マニュアル－生物処理編－ 

魚類の健康評価に関する研究(4) 

円海山・港北ニュータウン地区生態調査報告書 

第 7 回公害セミナー会議録 

 身近な水辺とまちづくり－「よこはまの川と池」再発見－ 

横浜市南部沿岸地域軟弱地盤調査報告書 

 

横浜のホタル生息地（1983 年度版） 

第 8 回公害セミナー公募論文集 

 いま 横浜の海は －水質，生物，水ぎわ……－ 

横浜市公害研究所報第 9 号 

横浜市南部丘陵 舞岡川源流域の水分調査 

排水処理施設維持管理マニュアル－イオン交換処理編－ 

第 8 回公害セミナー会議録 

 いま 横浜の海は －水質，生物，水ぎわ……－ 

道路周辺の植樹帯による物理的及び心理的減音効果に関する研究 

 －総合報告－ 

横浜市公害研究所報第 10 号 

平潟湾・金沢湾周辺水域環境調査報告 

魚類指標による工場排水規制手法に関する研究 

第 9 回公害セミナー会議録 

 静かなまちづくりをめざして－道路緑化と騒音－ 

ホタルの生息環境づくり～技術マニュアル試案～ 

第 10 回公害セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち…－ 

横浜市公害研究所報第 11 号 

円海山・港北ニュータウン地区生態調査報告書・第 2 報 

排水処理施設維持管理マニュアル－汚泥処理編－ 

10 年のあゆみ・横浜市公害研究所設立 10 周年記念誌 

第 10 回公害セミナー会議録 

 調べてみよう，身近な環境－水，みどり，まち…－ 

横浜市軟弱地盤層調査報告書（土地質試験データ図） 

 横浜市地盤環境図 

  横浜市地盤環境図 

横浜市公害研究所資料室図書目録 

第 11 回公害セミナー公募作品集 

   調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち…－ 

横浜市公害研究所報第 12 号 
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第 11 回公害セミナー会議録 

 調べてみよう，身近な環境－水，みどり，まち…－ 

横浜市軟弱地盤層調査報告書（軟弱地盤構造と地盤沈下特性） 

横浜市軟弱地盤層調査報告書（縦断面地質柱状図，水準点変動図集） 

植樹帯による歩道環境改善効果に関する調査研究 

 －横浜市磯子区産業道路沿道植樹帯設置事業のケーススタディ－ 

第 12 回公害セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち…－ 

横浜市公害研究所報第 13 号 

水域生物指標に関する研究報告 

浮遊粉じんの発生源推定に関する調査報告書 

第 12 回公害セミナー会議録 

 調べてみよう，身近な環境－水，みどり，まち…－ 

魚の死亡事故の原因究明に関する研究報告書 

第 13 回公害セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち…－ 

横浜市公害研究所報第 14 号 

円海山・港北ニュータウン地区生態調査報告書・第 3 報 

第 14 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち－ 

横浜市公害研究所報第 15 号 

自然観察ワークシート～横浜の都市自然を調べる～ 

トンボ生息環境づくり調査報告書 

第 15 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち－ 

横浜市環境科学研究所報第 16 号 

環境科学研究所業務案内リーフレット 

横浜港の水質・底質汚濁に関する調査報告書 

第 16 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち－ 

横浜市環境科学研究所報第 17 号 

横浜市の陸域生物による環境モニタリング調査報告書 

鶴見川・帷子川水系生態調査報告書 

酸性雨に関する調査研究報告書 

第 17 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち－ 

横浜市環境科学研究所報第 18 号 

エコロジカル・ライフスタイルの政策科学的研究 

キショウブによる水質浄化法－実験報告書－ 

第 18 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち－ 

エコロジカル・ライフスタイルの政策科学的研究 パートⅡ 

横浜市環境科学研究所報第 19 号 

横浜市民の音環境に関する意識調査 

横浜港，生物と環境の変遷－底質柱状試料中の生物化石調査－ 

東京湾の富栄養化に関する調査報告書 

第 2 回陸域生物による環境モニタリング調査 

第 19 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち－ 

横浜市環境科学研究所報第 20 号 

エコロジカルライフスタイルの政策科学的研究（Ⅲ） 

多環芳香族炭化水素（ＰＡＨｓ）に関する調査研究報告書 

大岡川・境川水系生態調査報告書 

横浜の酸性雨 －よりよい環境をめざして－ 

酸性雨のはなし 

第 20 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち－ 
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157 
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159 
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162 

163 

横浜市環境科学研究所報第 21 号 

短期曝露用拡散型サンプラーを用いた環境大気中の NO，NO2 及び 

 SO2 濃度の測定方法（YERI METHOD - 1996） 

酸性雨に関する調査研究報告書（ II ）－酸性雨による器物影響－ 

長期曝露用拡散型サンプラーを用いた環境大気中の NO，NO2 及び 

 SO2 濃度の測定方法（YERI METHOD – 1997-1） 

有害大気汚染物質の沿道実態調査報告書 －環境庁委託報告書－ 

第 21 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち・・・－ 

横浜市環境科学研究所報第 22 号 

第 22 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち・・・－ 

酸性雨に関する調査研究報告書（ II ） 

         －酸性雨による器物影響－ ( 改訂版 ) 

横浜市環境科学研究所報第 23 号 

エコシティ研究報告書 

第 23 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち・・・－ 

横浜市環境科学研究所報第 24 号 

揮発性有機塩素化合物による地下水汚染に関する調査研究報告書 

第 24 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち・・・－ 

横浜市環境科学研究所報第 25 号 

新低騒音化技術の適用研究 

第 25 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち・・・－ 

横浜市環境科学研究所報第 26 号 

横浜型エコシティ研究 

第 26 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち・・・－ 

横浜市環境科学研究所報第 27 号 

環境ホルモンに関する環境調査報告書 

横浜市地盤環境調査報告書（ボーリング柱状図集、地質断面図・ 

土質試験データ・地下水位観測データ集、ボーリング調査位置 

及び軟弱地盤分布図、地形地質図) 

第 27 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち・・・－ 

横浜市環境科学研究所報第 28 号 

第 28 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち・・・－ 

横浜市環境科学研究所報第 29 号 

横浜市環境科学研究所報第 30 号 

第 1 回こどもエコフォーラム公募作品集 

－つなごう!広げよう!環境を守る力－ 

第２回こどもエコフォーラム公募作品集 

－つなごう!広げよう!環境を守る力－ 

横浜市環境科学研究所報第 31 号 

横浜市環境科学研究所報第 32 号 

第３回こどもエコフォーラム公募作品集 

－つなごう!広げよう!環境を守る力－ 

第４回こどもエコフォーラム公募作品集 

－つなごう!広げよう!環境を守る力－ 

横浜市環境科学研究所報第 33 号 

横浜の源流域環境 

第４回こどもエコフォーラム公募作品集 

－つなごう!広げよう!環境を守る力－ 
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７．施設見学者等一覧

日付 団体名等 内　　　　　容 人数

H21.6.4 横浜市医師会看護専門学校（第1回） 横浜市の環境の現状と汚染対策 39

H21.6.5 横浜市立大学国際総合科学部 環境生命フィールドワーク 46

H21.6.5 横浜国立大学人間教育学部1年生 横浜市の環境調査・研究について 51

H21.6.17 環境科学研究所施設公開 主要な研究の説明と施設見学 150

H21.6.18 横浜市医師会看護専門学校（第2回） 横浜市の環境の現状と汚染対策 39

H21.8.26 茅ヶ崎市立梅田中学校生徒 赤潮について 2

H21.10.9 転入・新採用職員
ヒートアイランド、アスベスト、河川の調査研究につ
いて

41

H21.11.4 県立横浜清陵総合高校生徒 「コミュニケーション」授業に関する訪問 1

H21.11.5 県立深沢高校生徒
ヒートアイランド、河川と海の生物、化学物質等につ
いて

8

H21.12.1 磯子区消費生活推進委員会 ヒートアイランド、きれいな海づくり等について 55

H22.1.28 横浜市立岡村中学校2年生　職業体験 ヒートアイランド、水生生物、化学物質等について 15

合計 11 447
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８．環境教室等講師派遣一覧

日付 団体名等 内　　　　　容 人数

H21.5.29 神奈川大学　環境行政特論　講義 公害対策とその未然防止 200

H21.6.12 環境・公害合同研究発表会
横浜の川の生物と水環境、緑のカーテンによる省エ
ネ及びＣＯ2削減効果の試算 220

H21.6.14 茅ヶ崎公園自然生態園 小学生プランクトン教室 10

H21.6.26 神奈川大学　環境行政特論　講義 環境アセスメント、現状と課題 200

H21.7.2
ヒルサイドイベント こども環境ミニ
講座

暑くなる街 ―よこはまの今― 230

H21.7.5
ヒルサイドイベント こども環境ミニ
講座

川の生きもの ―帷子川でアユが誕生― 220

H21.7.12
ヒルサイドイベント こども環境ミニ
講座

谷戸の生きもの ―ホタルの話― 200

H21.7.18
ヒルサイドイベント こども環境ミニ
講座

暑くなる街 ―よこはまの今― 220

H21.7.19
「昔のようなきれいな海をつくろ
う！」フォーラム

山下公園浄化実験等 100

H21.7.20
ヒルサイドイベント こども環境ミニ
講座

「化学物質」について 200

H21.7.21 出前講座（舞岡小学校４年） よこはま・源流・いきものがたり 40

H21.7.24 出前講座（本牧小学校） 暑くなる街 ―よこはまの今― 25

H21.7.29
いたち川自然観察会
（栄区地域振興課と共同実施）

いたち川の生物観察、水質調査等 65

H21.7.30 横浜市立磯子小学校サマースクール 石（鉱物）と宝石の世界 51

H21.8.15
ヒルサイドイベント こども環境ミニ
講座

石と私たちの環境 150

H21.8.21 栄第二水再生センター 源流の生き物  ―ホタルたち― 6

H21.8.21 横浜市立上大岡小学校３年 源流の生きもの 46

H21.9.8 出前講座（石川小学校４年） 暑くなる街 ―よこはまの今― 61

H21.9.8 出前講座（岩崎小学校３年） よこはま・源流・いきものがたり 78

H21.9.14
出前講座（南吉田小学校５年，６
年）

暑くなる街 ―よこはまの今― 201

H21.9.16 出前講座（笹山小学校６年） 暑くなる街 ―よこはまの今― 34

H21.10,3,4
横浜国立大学　地球環境行政特論
講義

公害対策とその未然防止 50

H21.10.5 出前講座（都田小学校５年） 化学物質と水の中の生きもの 77

H21.10.9 横浜市立大学　環境講座 公害と環境保全(水環境、海の浄化実験) 30

H21.10.17 神奈川大学大学院　講義 戦略的環境アセスメントと開発計画 8

H21.10.18 神奈川大学大学院　演習 戦略的環境アセスメントと開発計画実習 6

H21.10.20 出前講座（洋光台第四小学校６年） 鉱物と私たちの環境 79
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日付 団体名等 内　　　　　容 人数

H21.10.26 出前講座（富岡小学校３年） よこはま・源流・いきものがたり 108

H21.11.5 出前講座（いずみ野小学校６年） 鉱物と私たちの環境 67

H21.11.11 出前講座（いずみ野小学校６年） 化学物質と水の中の生きもの 67

H21.12.18 横浜市立大学　環境講座 環境に関する調査研究 30

H22.1.7
横浜市立横浜総合高校　環境教育講
演

横浜市におけるきれいな海づくり事業 750

H22.1.9
「きれいな海づくり事業」イベント
ワークショップ

きかせてください　横浜の海 36

H22.2.27 第５回こどもエコフォーラム よこはまのホタル 602

H22.3.7 第三管区海上保安本部　講習会 横浜市におけるきれいな海づくり事業 16

合計 30 4,283

62



◇編集後記◇ 

 

ここに、横浜市環境科学研究所報第３５号を無事とりまとめることができま

した。掲載した研究成果が環境の保全や創造に貢献することを期待しながら、

原稿の編集を行いました。 

多様化する環境問題に対応し研究成果を効果的に環境施策につなげていくた

めには、社会現象に対応した時機を得た調査研究が求められています。一方、

現在の環境問題を考えるときに、永年にわたり積み上げてきた環境情報が貴重

な財産となっていることも改めて認識することができました。 

今後とも、環境科学研究所の研究成果を伝える手段として所報の充実を図り、

積極的に情報発信を行い、皆さんが活用してくださる所報を編集していきたい

と考えております。 

 

所報第３５号編集委員会 

小松 弘明 

杉山 未来 

井上 智 

小市 佳延 

渾川 直子 

佐俣 満夫 

白砂 裕一郎 

平野 耕一郎 

米山 利行 
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